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はじめに 

  

昭和４９年に岡山県倉敷市において発生した屋外タンク貯蔵所の重油流出事故を契機

に、一定期間ごとにタンクを開放し、タンク内部を検査する保安検査の制度が創設され

た。保安検査の時期については、タンクの技術基準に応じて定められた基本開放周期に

加え、保安のための措置を講じたものに対して開放周期を延長することができる制度が

設けられており、最近では、昭和 52 年以降に設置された特定屋外タンク貯蔵所を対象と

し、連続板厚測定法を用いた新たな保安検査の時期を決定する方法について検討を行い、

平成 23 年 4 月より制度化したところだが、昭和 52 年以前に設置された屋外タンク貯蔵

所（以下「旧法タンク」という。）についても、保安検査の検査周期のあり方について総

合的に検討することが求められている（規制・制度改革に係る対処方針（平成 22 年 6

月 18 日閣議決定））。こうした状況を踏まえ、消防庁危険物保安室では平成 23 年度に「旧

法屋外タンク貯蔵所の保安検査のあり方に係る調査検討会」を発足させ、旧法タンクの

保安検査の検査周期のあり方について検討を開始した。 

旧法タンクの保安検査の検査周期のあり方を検討するにあたっては、タンクの基礎地

盤の堅固さ、タンク底板の溶接構造及び、タンク底板の板厚の影響をそれぞれ評価する

必要があることが指摘されており、平成 23 年度は基礎地盤の堅固さに関する評価手法に

ついて調査検討を実施し、有限要素法を利用した基礎地盤の解析手法についての提案を

行ったところである。 

この検討結果を踏まえ、平成 24 年度は、基礎地盤の堅固さの評価手法の妥当性を検証

し、提案した有限要素法による解析手法が地盤剛性をマクロ的に評価する手法として妥

当であることが確認された。さらに、タンク底板に適用されている重ねすみ肉溶接に関

する疲労強度に関する調査検討を実施し、すみ肉溶接部の構造的要因が疲労強度に及ぼ

す影響度について、いくつかの有益な知見と課題が得られたところである。 

調査検討会の委員各位には、ご多忙中にも関わらず、熱心なご議論をいただいた。本

報告書がとりまとめられたのは、委員各位の熱意とご協力によるところが大であり、深

く感謝申し上げる次第である。 

 

平成 25 年３月 

旧法屋外タンク貯蔵所の保安検査の 

あり方に係る調査検討会 

座 長  亀井 浅道 
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第１章 本年度検討の概要 
1.1 検討の目的 
 規制・制度改革に係る対処方針（平成 22 年度６月 18 日閣議決定）において、特定屋外

貯蔵タンク全体について保安検査のあり方を総合的に検討することとされたことを踏まえ、

消防庁では、平成 23年度に「旧法屋外タンク貯蔵所の保安検査のあり方に係る調査検討会」

を発足させた。昭和 52 年以前に設置された特定屋外貯蔵タンク（以下「旧法タンク」とい

う。）については、タンクの基礎地盤の堅固さ、底板の溶接部の信頼性及び比較的薄い底板

の板厚がタンクの安全性に及ぼす影響について検討する必要が指摘されており、平成 23 年

度はこのうち「基礎地盤の堅固さ」について有限要素法を用いた解析による評価手法につ

いて検討し一定の成果を得たところである。これらを踏まえ、本年度は「基礎地盤の堅固

さ」について、昨年度対象としたものと性状の異なる基礎地盤を対象とした沈下量計測と

解析を実施し、提案した評価手法の妥当性について検証するとともに、過去に発生した底

板の重ねすみ肉溶接部の破損に基づく危険物流出事故事例を踏まえ、旧法タンクの底板に

適用されている重ねすみ肉溶接の信頼性について検討することを目的とする。 
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1.2 検討体制（平成 24 年度） 
旧法屋外タンク貯蔵所の保安検査のあり方に係る調査検討会（五十音順） 

座 長 亀井 浅道 元横浜国立大学 安心・安全の研究教育センター 特任教授 
委 員 大谷 英雄 横浜国立大学大学院 環境情報研究院 教授 

   車塚 和彦 仙台市消防局 予防部 危険物保安課長 
   越谷 成一 川崎市消防局 予防部 危険物課長 
   龍岡 文夫 東京理科大学 理工学部土木工学科 嘱託教授 
   龍川 恒  石油化学工業協会 
   富樫 清英 石油連盟 設備管理専門委員会 タンク部会長 
   野本 敏治 東京大学名誉教授 
   八木 高志 危険物保安技術協会 土木審査部上席調査役 
   柳澤 大樹 危険物保安技術協会 タンク審査部長 
   山内 芳彦 一般社団法人産業機械工業会 タンク部会 
   山田 實  消防庁消防大学校消防研究センター 研究統括官 

 
事務局 鈴木 康幸 消防庁危険物保安室長 
    永友 義夫 消防庁危険物保安室課長補佐 
    宮内 孝  消防庁危険物保安室パイプライン係長 
    和賀 研太 消防庁危険物保安室総務事務官 
 
1.3 検討経過 
第１回検討会 平成 24 年８月 24 日 
第２回検討会 平成 24 年 12 月 18 日 
第３回検討会 平成 25 年２月 21 日 
第４回検討会 平成 25 年３月 11 日 
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第２章 昨年度の検討結果及び最近の屋外貯蔵タンクからの危険物流出事故 
 

2.1 平成 23 年度に実施した検討の概要 
2.1.1 検討の範囲 

旧法屋外貯蔵タンクの保安検査のあり方を検討する上で、「基礎地盤の堅固さ」、「底板

に適用される重ねすみ肉溶接」及び「底板の板厚」が安全性に対してどのような影響を

与えるかについてそれぞれ検討する必要があるが、平成 23 年度はこのうち旧法タンクの

基礎地盤の堅固さに係る有効な評価方法について検討するために、水張試験時における

タンクの沈下量計測及び有限要素法による沈下量解析を実施した。 
 

2.1.2 水張試験時における沈下量計測結果（図 2.1.1） 
  水張試験を利用したタンク外周部及びタンク内部底板の沈下量計測を実施し、次の知

見を得た。 
・水張水位と沈下量の関係は、注水時と排水時において非線形であることが確認された。 
・同一の水張水位における沈下量は、タンク外周部に比べタンク内部のものが大きいこ

とが確認された。 
・タンク内部においては、沈下率（水位 1m あたりの沈下量）が大きくなる部分があるこ

とが確認された。タンク底板と基礎表面との局部的な隙間（空隙）が沈下率に影響し

ていることが考えられる。 

 

図 2.1.1 水張試験による旧法タンクの沈下量計測結果 
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2.1.3 有限要素法による沈下量解析結果 
（１）平板載荷試験の沈下量解析結果（図 2.1.2） 
  有限要素法による解析手法等の妥当性を検証するために、既往の平板載荷試験の状況

について沈下量解析を実施し、次の知見を得た。 
 ・有限要素法解析により、荷重と沈下量の関係の非線形性を表現できた。 
・地盤剛性の設定を詳細に行うことにより、解析結果が試験結果と定量的にも一致した。 

 
図 2.1.2 平板載荷試験の沈下量解析結果 

 
（２）水張試験のタンク沈下量解析結果（図 2.1.3） 
  水張試験時の沈下量計測を実施したタンクを対象とした沈下量解析を行い、計測結果

と解析結果の比較を実施した結果、次の知見を得た。 
 ・タンク外周部の沈下量は、計測結果と解析結果の良好な一致を見た。 
・タンク内部の沈下量は、計測結果に対し解析結果が過小評価する結果となった。 

 
図 2.1.3 水張試験のタンク沈下量解析結果 
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2.1.4 課題 
  検討結果を踏まえ、有限要素法による沈下量解析の信頼性を検証するために、検討の

対象とした地盤と異なる性状の地盤における沈下量計測及び沈下量解析の実施が必要で

あるとされた。また、タンク底板と基礎表面との間の局部的な空隙が地盤剛性やタンク

底板の強度に及ぼす影響について整理し、タンク底板の疲労強度に関する安全性につい

て総合的に検討していく必要があるとされた。 
 
2.2 最近の屋外貯蔵タンクからの危険物流出事故 
 昨年度の検討において、消防庁が全国の消防機関を通じて調査を行っている「危険物に

係る事故事例」や消防庁消防大学校消防研究センターによる地震被害の調査報告書を基に、

1974 年（昭和 49 年）から 2009 年（平成 21 年）までの間に発生した屋外貯蔵タンクにお

けるタンク底部及び側板からの危険物流出事故の分析を行ったところだが、2010 年（平成

22 年）及び 2011 年（平成 23 年）の危険物流出事故（対象：12 件）を追加し、事故の傾

向について再度分析した。また、危険物流出事故の概要を表 2.2.1（通常運転時）及び表 2.2.2
（地震時の事故）に列挙する。 

通常時の屋外貯蔵タンクにおけるタンク底部及び側板からの危険物流出事故（対象：166
件）について分析した結果を図 2.2.1 に示す。対象とした全タンクにおいて、底部からの危

険物流出事故に着目して整理すると、底部の腐食によるものが51％、き裂によるものが10％
を占める結果となった。内部開放検査や保安検査において底部の板厚及び溶接部の検査が

義務付けられている特定屋外貯蔵タンクに対象を限定すると（対象：61 件）、底部の腐食に

よるものが 38％、き裂によるものが 13％を占めている。底部の腐食による危険物流出事故

は大きな割合を占めるものの、特定屋外貯蔵タンクでは開放時の板厚確認が一定の効果を

果たしているものと考えることができる。一方、特定屋外貯蔵タンクにおける底部のき裂

による危険物流出事故の割合は昨年度の分析結果における 11%から微増となっており、き

裂に対する安全性については慎重に検討する必要がある。 

 
図 2.2.1 危険物流出事故の発生部位 
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通常時の屋外貯蔵タンクにおけるタンク底部及び側板からの危険物流出事故について、

タンクの設置から事故発生までの経過年数別に整理したものを図 2.2.2 に示す。1974 年か

ら 2011 年までに発生した危険物流出事故 166 件について分析した結果は、必ずしも経年が

進んだタンクに危険物流出事故が多いわけではないが、2000 年以降に発生した危険物流出

事故 62 件について分析した結果は、設置からの経年が 30 年を超えるタンクが８割を超え

ることが分かった。昨年度の分析結果に引き続き、経年劣化が危険物流出事故に及ぼす影

響は顕著であるといえる。 

 
 

図 2.2.2 危険物流出事故発生時のタンク経年 
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表 2.2.1 通常時の危険物流出事故事例 
 

No. 発生年月日 
許可 

容量 

貯蔵 

油種 

発生 

箇所 

箇所 

詳細 
設置年月日 

経過 

年 
被害範囲 

流出量 

（kl） 

1 1974/04/15 不明 重油 不明 不明 不明 不明 防油堤内 160 

2 1974/06/12 不明 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 防油堤内 0.1 

3 1974/08/08 不明 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 防油堤内 不明 

4 1974/10/31 不明 硫酸 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 防油堤内 0.0001 

5 1974/12/17 50,000 
ミナス

重油 
不明 不明 不明 不明 不明 0.5 

6 1974/12/18 50,000 C重油 
底板 

溶接部 
き裂部 1973/12/15 1.0 海上 42,888 

7 1974/12/28 1,000 A重油 不明 不明 不明 不明 防油堤内 0.5 

8 1975/02/20 不明 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 不明 

9 1975/04/01 3,350 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 0.1 

10 1975/04/22 10 A重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1964/04/01 11.1 

付近水田 

・ハス田 
3.5 

11 1975/05/30 不明 
粗ター

ル 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 防油堤内 192 

12 1975/08/29 不明 
クロールス

ルホン酸 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 0.01 

13 1975/09/12 不明 塩酸 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/06/25 2.2 敷地内 0.1 

14 1975/09/20 1,084 A重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 防油堤内 0.2 

15 1976/05/14 30,000 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1969/07/31 6.8 防油堤内 0.2 

16 1976/09/28 44 
ミナス

重油 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1961/12/07 14.8 防油堤内 0.8 

17 1976/10/8 不明 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 0.1 
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No. 発生年月日 
許可 

容量 

貯蔵 

油種 

発生 

箇所 

箇所 

詳細 
設置年月日 

経過 

年 
被害範囲 

流出量 

（kl） 

18 1977/01/31 30,000 C重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1971/09/16 5.4 防油堤内 85 

19 1977/02/07 不明 

廃液、トルエ

ン及び塩素

化炭化水素

の混合物 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1975/05/22 1.7 防油堤内 0.1 

20 1977/03/17 241 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 

公共下水

管 
9 

21 1977/11/07 不明 JET A-1 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 海上 0.5 

22 1977/12/08 4,700 軽油 
底板 

溶接部 
き裂部 1958/04/28 19.6 防油堤内 不明 

23 1978/02/27 988 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1968/03/27 9.9 

ドレンボッ

クス下部 
0.0005 

24 1978/05/15 4,740 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 0.04 

25 1978/06/16 24,000 原油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/09/17 4.7 防油堤内 49.7 

26 1978/07/29 3,000 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1968/02/02 10.5 敷地内 1.2 

27 1979/01/08 300 B重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 

構内排水

溝 
2.7 

28 1979/02/04 50,000 原油 
底板 

溶接部 
き裂部 1964/02/27 14.9 

構内排水

溝 
50 

29 1979/02/13 7,350 C重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1968/02/02 11.0 敷地内 1.2 

30 1979/04/22 22,855 C重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 0.02 

31 1979/08/08 160 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 22 

32 1979/11/24 不明 
第1石油

類 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 0.2 

33 1979/12/21 不明 
ミナス

重油 

底板 

母材部 
き裂部 不明 不明 防油堤内 0.5 
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34 1980/02/06 99,000 原油 
底板 

溶接部 
き裂部 1971/09/14 8.4 敷地内 0.07 

35 1980/02/23 4,000 C重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1958/04/01 21.9 防油堤内 10.9 

36 1980/05/12 30 

酢酸エチル

とジクロル

メタンの混

合液 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 0.003 

37 1980/06/12 不明 
ポリブ

テン 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 防油堤内 不明 

38 1980/06/16 390 C重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 3 

39 1980/06/26 30,000 灯油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1959/02/10 21.4 敷地内 16 

40 1980/08/01 不明 
ガソリ

ン 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 不明 

41 1980/08/09 不明 
ミナス

重油 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 1.6 

42 1980/09/28 不明 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 防油堤内 2 

43 1980/12/06 3,180 ナフサ 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1972/01/17 8.9 敷地内 不明 

44 1980/12/22 10,926 軽油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1972/03/04 8.8 敷地内 不明 

45 1981/03/20 不明 
アセト

ン 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 0.2 

46 1981/06/22 不明 C重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 敷地内 0.0002 

47 1981/08/06 28 A重油 
側板 

溶接部 

腐食 

開孔部 
1978/03/18 3.4 敷地内 0.001 

48 1981/09/01 4,655 C重油 
側板 

溶接部 

腐食 

開孔部 
1972/02/21 9.5 敷地内 0.0195 

49 1981/12/02 150 A重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 隣接田 5 
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50 1982/02/05 3 灯油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/10/27 11.3 構外河川 0.1 

51 1982/07/01 140 
メタノ

ール 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/07/22 12.0 敷地内 不明 

52 1982/08/10 1,024 
ガソリ

ン 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1964/01/24 18.6 構外畑地 46.1 

53 1982/09/29 2,000 C重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1969/05/01 13.4 敷地内 0.8 

54 1982/10/21 995 大豆油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/05/09 12.5 敷地内 不明 

55 1982/12/09 500 重油 
底板 

溶接部 
き裂部 1961/11/18 21.1 防油堤内 0.003 

56 1982/12/22 31 C重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1971/10/19 11.2 防油堤内 0.2 

57 1982/12/24 120 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1968/05/23 14.6 海上 60 

58 1984/04/23 10 A重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
不明 不明 構外河川 0.1 

59 1984/05/15 510 A重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1963/11/01 20.6 敷地内 17.8 

60 1984/11/22 300 C重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1971/06/28 13.4 敷地内 0.3 

61 1984/12/10 1,500 B重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1952/06/12 32.5 敷地内 0.6 

62 1985/06/11 109,817 原油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1972/10/03 12.7 防油堤内 0.1 

63 1985/08/23 2,000 
クレオソ

ート油 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1980/05/07 5.3 防油堤内 1 

64 1985/10/04 145 灯油 
底板 

溶接部 
き裂部 1973/10/25 12.0 隣接水田 0.2 

65 1985/10/29 106 濃硫酸 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1976/12/02 8.9 防油堤内 1.9 

66 1985/11/29 500 軽油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1966/04/04 19.7 防油堤内 5 
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67 1986/01/06 600 
エピクロル

ヒドリン 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1967/12/16 18.1 防油堤内 4.5 

68 1986/08/30 15 B重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1974/03/27 12.4 防油堤内 0.1 

69 1986/11/07 107 灯油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1974/02/04 12.8 犬走り部 不明 

70 1987/06/11 50 潤滑油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/03/28 14.2 防油堤内 不明 

71 1987/09/08 20 
脱硫C重

油 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/10/07 16.9 防油堤内 10.4 

72 1987/09/09 145 A重油 
底板 

母材部 
き裂部 1971/06/29 16.2 海上 9.7 

73 1988/07/05 82,641 原油 
底板 

溶接部 
き裂部 1975/03/06 13.3 敷地内 0.4 

74 1988/08/26 2,000 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1968/07/18 20.1 防油堤内 0.2 

75 1989/12/17 84,548 原油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/08/03 16.4 防油堤内 0.8 

76 1991/02/24 15 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1969/03/03 22.0 敷地内 2 

77 1991/09/06 4,000 
溶融硫

黄 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1969/09/10 22.0 敷地内 0.3 

78 1991/10/04 2,400 
溶融硫

黄 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1976/11/18 14.9 防油堤内 43.7 

79 1992/07/29 40 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1979/03/28 13.3 防油堤内 0.001 

80 1992/08/21 995 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1961/03/23 31.4 防油堤内 5 

81 1992/11/24 1,750 
ガソリ

ン 

側板 

母材部 
き裂部 1961/12/06 31.0 防油堤内 0.2 

82 1994/07/01 50 軽油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/11/29 20.6 犬走り部 0.0005 

83 1994/08/10 125 潤滑油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1964/10/05 29.9 犬走り部 0.9 
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84 1994/08/25 500 灯油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/10/03 20.9 犬走り部 0.001 

85 1995/01/07 420 A重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1967/12/22 27.1 被害なし 不明 

86 1995/01/13 28,970 軽油 
底板 

溶接部 
き裂部 1968/05/15 26.7 防油堤内 142.6 

87 1995/03/27 192 A重油 
底板 

溶接部 
き裂部 1966/06/05 28.8 海上 0.2 

88 1995/05/18 10 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/07/06 21.9 構外河川 8.5 

89 1996/02/29 30 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1969/04/23 26.9 海上 1.2 

90 1997/04/13 110,000 原油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1972/09/28 24.6 防油堤内 1.3 

91 1997/05/09 300 
ガソリ

ン 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/11/02 26.5 構外河川 不明 

92 1997/05/28 200 A重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1971/06/02 26.0 海上 26 

93 1997/07/10 670 軽油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1976/11/16 20.7 防油堤内 0.1 

94 1997/11/13 20 A重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/02/03 24.8 構外河川 0.2 

95 1998/03/04 500 灯油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1971/11/19 26.3 海上 不明 

96 1998/05/23 200 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1972/03/28 26.2 防油堤内 20 

97 1998/07/04 30 A重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1971/08/30 26.9 構外河川 0.5 

98 1999/01/09 12 重油 
底板 

母材部 
き裂部 1970/07/30 28.5 防油堤内 0.7 

99 1999/01/15 54 軽油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1972/09/02 26.4 海上 1 

100 1999/05/21 1,450 
ガソリ

ン 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1972/11/13 26.5 防油堤内 0.003 
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101 1999/06/11 4 軽油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1976/12/08 22.5 犬走り部 不明 

102 1999/08/12 481 C重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1963/10/24 35.8 防油堤内 0.02 

103 1999/10/11 2,160 C重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1972/10/05 27.0 敷地内 0.5 

104 1999/10/20 880 A重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1980/12/15 18.9 海上 6.3 

105 2001/06/01 4,880 
ガソリ

ン 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/09/29 30.7 防油堤内 不明 

106 2001/06/27 50,000 原油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/12/04 30.6 防油堤内 8 

107 2001/08/15 15 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1966/02/23 35.5 防油堤内 0.3 

108 2001/07/31 2,050 JET A-1 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/11/19 30.7 防油堤内 0.1 

109 2001/12/29 35,000 原油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1969/04/10 32.7 防油堤内 0.002 

110 2002/04/01 455 
FCCボト

ム油 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1957/02/05 45.2 海上 不明 

111 2002/06/07 1,255 C重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1975/12/09 26.5 敷地内 0.005 

112 2002/07/02 40,000 原油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1971/05/26 31.1 敷地内 不明 

113 2002/09/05 500 C重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/10/27 31.9 防油堤内 2 

114 2003/01/25 9,800 原油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1967/12/26 35.1 敷地内 0.03 

115 2003/02/07 995 軽油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1962/01/18 41.1 敷地内 0.1 

116 2003/02/24 700 
キシレ

ン 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1965/12/28 37.2 海上 不明 

117 2003/03/15 50,000 原油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/03/15 33.0 敷地内 0.13 
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118 2003/03/20 57 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1976/04/15 26.9 敷地内 0.2 

119 2003/03/27 8 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1992/09/04 10.6 敷地内 0.1 

120 2003/06/11 100 重油 
底板 

溶接部 
き裂部 1971/06/11 32.0 構外河川 不明 

121 2003/07/07 2,000 
スチレ

ン 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1981/11/04 21.7 敷地内 0.2 

122 2003/10/23 40 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1967/10/12 36.1 防油堤内 0.1 

123 2003/12/15 2,330 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1968/09/18 35.3 防油堤内 0.04 

124 2004/06/01 130 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/07/25 30.9 防油堤内 0.4 

125 2004/07/22 7,830 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1980/10/21 23.8 防油堤内 0.045 

126 2005/01/06 28 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1968/12/27 36.1 防油堤内 0.4 

127 2005/05/26 10 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1976/11/02 28.6 防油堤内 0.001 

128 2005/07/01 1,680 重油 
側板 

溶接部 

腐食 

開孔部 
1969/03/27 36.3 防油堤内 0.1 

129 2005/09/15 12,000 軽油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1972/12/27 32.7 防油堤内 0.2 

130 2005/09/21 7,000 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1959/04/03 46.5 防油堤内 0.1 

131 2005/11/14 620 
メチルイソブ

チルケトン 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/02/12 35.8 防油堤内 0.003 

132 2005/11/22 620 
酢酸ブ

チル 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/01/27 35.8 防油堤内 不明 

133 2005/12/07 3,400 ナフサ 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/09/17 32.2 構外河川 80 

134 2006/03/01 10 灯油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1974/11/09 31.3 水路 不明 
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135 2006/04/08 20 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1975/07/16 30.8 

構内排水

溝 
不明 

136 2006/06/08 234 硝酸 
底板 

溶接部 
き裂部 1968/06/11 38.0 防油堤内 0.0002 

137 2006/07/01 15 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1977/02/18 29.4 構外水田 1.2 

138 2006/07/06 24,250 軽油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1971/12/27 34.5 防油堤内 不明 

139 2006/07/16 20 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1981/07/11 25.0 防油堤内 1 

140 2006/08/01 9,950 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1972/03/04 34.4 防油堤内 不明 

141 2006/08/10 5,060 
ガソリ

ン 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1972/03/04 34.5 敷地内 不明 

142 2007/03/15 740 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/09/06 33.5 敷地内 50 

143 2007/04/01 200 重油 
底板 

溶接部 

腐食 

開孔部 
1978/06/19 28.8 防油堤内 0.002 

144 2007/05/13 200 
スラッ

ジ 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/12/17 33.4 防油堤内 不明 

145 2007/11/26 53,620 
ガソリ

ン 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1974/10/15 33.1 防油堤内 0.012 

146 2008/08/20 6 
エチレンジ

クロライド 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1971/12/11 36.7 防油堤内 0.04 

147 2008/04/30 176 
ポリエ

ーテル 

側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/11/20 37.5 防油堤内 1.02 

148 2008/06/13 14 
アタブロ

ン乳剤 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1975/11/14 32.6 防油堤内 0.002 

149 2009/08/31 1,730 C重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1960/05/20 49.3 防油堤内 0.006 

150 2009/09/17 2 軽油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1974/07/10 35.2 防油堤内 若干 

151 2009/01/16 520 
メタクリル

酸メチル 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1974/10/03 34.3 防油堤内 0.045 
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No. 発生年月日 
許可 

容量 

貯蔵 

油種 

発生 

箇所 

箇所 

詳細 
設置年月日 

経過 

年 
被害範囲 

流出量 

（kl） 

152 2009/12/24 40 
1.4-ブタン

ジオール 

底板 

母材部 
き裂部 1986/01/30 23.9 防油堤内 0.4 

153 2009/12/22 900 再生油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1977/07/07 32.5 防油堤内 30 

154 2010/01/24 51,252 
ジェット

燃料 

底板 

溶接部 
き裂部 1968/05/25 41.7 防油堤内 0.14 

155 2010/04/02 100 A重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1981/01/08 29.2 防油堤内 0.02 

156 2010/04/05 4,900 
潤滑油

原料 

底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1963/02/11 47.2 防油堤内 0.04 

157 2010/05/31 495 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1979/12/12 30.5 防油堤内 0.4 

158 2010/06/07 3,227 C重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1969/09/29 40.7 防油堤内 0.01 

159 2010/06/15 25 C重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1973/09/15 36.8 防油堤内 0.02 

160 2010/07/11 25,463 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1970/06/11 40.1 防油堤内 0.03 

161 2010/09/07 50 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1984/08/29 26.0 防油堤内 0.2 

162 2010/10/03 997 重油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1967/10/13 43.0 防油堤内 0.03 

163 2011/01/05 20,171 ナフサ 
底板 

溶接部 
き裂部 1968/11/12 42.1 防油堤内 4 

164 2011/04/14 500 灯油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1975/12/26 35.3 防油堤内 若干 

165 2011/06/06 150 重油 
底板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1967/06/07 44.0 防油堤内 0.2 

166 2011/10/12 2,785 軽油 
側板 

母材部 

腐食 

開孔部 
1980/09/29 31.0 防油堤内 0.01 
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表 2.2.2 地震時の危険物流出事故事例 

No. 発生年月日 
許可 

容量 

貯蔵 

油種 

発生 

箇所 
設置年月日 

経過 

年 
被害範囲 

流出量 

（kl） 

1 1978/06/12 31,421 灯油 底部隅角部 1972/08/15 5.8 宮城県沖地震 滲み 

2 1978/06/12 31,470 重油 底部き裂 1972/11/08 5.6 宮城県沖地震 26,798 

3 1978/06/12 31,508 重油 底部き裂 1972/12/18 5.5 宮城県沖地震 23,705 

4 1978/06/12 23,608 減圧軽油 底部き裂 1973/01/25 5.4 宮城県沖地震 45 

5 1978/06/12 23,588 減圧軽油 底部き裂 1973/01/25 5.4 宮城県沖地震 17,644 

6 1983/05/26 2,000 軽油 底部隅角部 不明 12.7 日本海中部地震 滲み 

7 1983/05/26 1,000 軽油 底部ドレン部 不明 11.6 日本海中部地震 滲み 

8 1993/01/15 1,035 
アスファ

ルト 
側板座屈部 1972/07/29 20.5 釧路沖地震 900t 

9 1993/01/15 5,000 重油 側板座屈部 不明 不明 釧路沖地震 不明 

10 1995/01/17 420 Ａ重油 側板 1967/12/22 27.1 兵庫県南部地震 滲み 

11 1995/01/17 990 
エチルア

ルコール 
側板座屈部 1973/09/21 21.3 兵庫県南部地震 3 

12 2011/03/11 4,920 Ａ重油 底部溶接部 1973/07/16 37.7 
東北地方太平洋

沖地震 
滲み 
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第３章 旧法タンクの水張試験時における沈下量計測及び沈下シミュレーション 
 
3.1 目的 
 旧法タンクの基礎地盤の堅固さの定量的な評価方法の検討のため、旧法タンクの水張り試験時に

底板および外周部の沈下計測及び有限要素法を用いた沈下シミュレーションを実施し、計測結果と

シミュレーション結果の比較評価を行うことで有限要素法を用いた沈下シミュレーションの妥当性

について検討した。 
 
3.2 対象とした旧法タンクと基礎地盤の概要 
（１）計測対象タンク 
 計測の対象とした屋外貯蔵タンクの概要を表 3.2.1 及び図 3.2.1 に示す。 
 

表 3.2.1 対象とした屋外貯蔵タンクの諸元 

住  所 大阪府堺市 
対象タンク 浮き屋根式タンク（シングルデッキ） 
計測期間 平成 24 年 12 月～平成 25 年 1 月計測 

基本 
寸法等 

 

内径 (mm) 29,060 

側高さ(mm) 16,455 

最高液高(mm) 13,426 
底部勾配  1/120 
貯蔵容量 (kl) 8,830 

底部 
板厚 

底板 (mm) 9 
アニュラ板(mm) 12 

 

 
図 3.2.1 対象タンク概略図 
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 対象タンクが設置されている製油所は、図 3.2.2 に示す大阪府堺港の臨港工業地帯で堺港の西泊

地に面した埋立地に位置しており、1968 年操業開始である。図 3.2.3 に示すように、対象タンクは

西泊地の南東角より南 150m，東 300m のところに位置している。 
 

 
 

図 3.2.2 製油所の位置 
 

 

図 3.2.3 対象タンクの設置位置 
 
 製油所のタンク敷地の来歴に関しては、文献｢関西石油㈱堺製油所における油タンク基礎の地盤改

良 土と基礎 1971 年 11 月号｣に概要が示されている。 
 文献によると、埋立ての時期が昭和 38 年末であり、敷地の地盤構成は地表 OP+4.5m から-5～
6m が粘土、砂の混合体の埋立層、その下 OP-12m までが粘土、砂の不規則な互層の沖積層、その

下に砂礫の洪積層が存在している。これらの層は非常に軟弱なため、図 3.2.4 に示すようにサンド

ドレーン・ウエルポイント工法を施し、載荷盛土を行い圧密を促進させた。サンドドレーンは、杭

 

 

西泊地 

 

西泊地 

対象タンク 
300m 

150m 
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径 500mm、深さ 12m、対象タンク基礎に対して 417 本、載荷盛土量は 3900m3（=載荷高さ 3.5m）

であった。タンク建設後水張り試験を実施し、さらに圧密を促進させている。 

 

図 3.2.4 タンク建設時の地盤改良概要 

 

 対象タンク周辺のボーリング調査結果について、図 3.2.5～3.2.8 に示す。 

 

 

図 3.2.5 地層想定断面図等 
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図 3.2.6 ボーリング柱状図（No.224SW） 
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図 3.2.7 ボーリング柱状図（No.221） 
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図 3.2.8 ボーリング柱状図（No.225-SE） 
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3.3 側板外周部およびタンク内底板の沈下量計測  
 水張試験時の側板外周部およびタンク内底板の沈下量計測を行った。 
3.3.1 計測方法 
（１）側板外周部の沈下量計測 
  側板外周部の沈下量測定は、危険物の規制に関する規則第 20 条の 10 第１項第１号の側板最下

段の水平度の測定と同様に、屋外タンク側板最下段の沈下量を水準測量により実施した。 
  基準とする標高は、検査時に使用する仮 B.M とし、タンク外周部 12 箇所の測定を行った。 
（２） タンク内底板の沈下量計測 
  タンク内に水張りを行った影響によるタンク内底板の変形(沈下)量を計測するため、浮き屋根

上に存在する孔（デッキ貫通マンホール、排水口、リムベント）7 箇所を利用した。なお、ルー

フサポート孔に関しては、底板部に SUS 板が溶接されており、マグネットによる吸着力が低い

ことや、ルーフサポートを抜く事による構造上の安全性を考慮して利用しない。 
  測定は、水張り前 → １／４水位 → １／２水位 → 満水 → １／２水位 → １／４水位 → 
水抜き後の７回とした。 

  図 3.3.1 に対象タンクの底板沈下量計測位置（７箇所）と側板外周部の沈下測量位置（12 箇

所）、標高の基準およびタンク外に設置した仮 B.M-1,2 の位置を示す。 

  

No． Ａ，Ｂ Ｃ，Ｄ Ｅ，Ｆ，Ｇ 1～12 
中心からの距離(m) 7.5 11.2 13.7 14.5 

図 3.3.1 底板の沈下量計測位置と側板外周部の沈下測量位置 
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  測定方法は基準標高からタンクの内壁に仮 B.M を設置し、3 項目の計測を実施した。 
①  レベル測量による仮 B.M の設置とタンク内底板の標高測定 
②  レーザーレベルによるタンク内底板の標高測定 
③  タンクスケールによるタンク内底板の沈下量測定 

 
  タンク内底板部から浮き屋根上までの計測は、JIS1 級の鋼製巻尺を用いる。設置方法は、浮き

屋根上の孔位置に設定した計測位置の直下にあたる底板部に吸着能力の高いマグネットホルダ台

を取り付け、その上部に鋼製巻尺を固定する方法とした。写真 3.3.2 にタンク内底板部への鋼製

巻尺設置状況を示す。 

 

写真 3.3.2 タンク内底板部に設置した鋼製巻尺 
 

① レベル測量による仮 B.M の設置とタンク内底板の標高測定 
   レベル測量による仮 B.M の設置とタンク内底板の標高測定のイメージを図 3.3.3 に示す。手

順は次のとおりである。 
ａ．基準となる標高からタンク天端部にあるプラットホームを利用し、仮 B.M を 2 箇所設置

する。この時、タンク側板の外側および内側については、鋼製巻き尺による直接計測とす

る。 
ｂ．タンク内壁に設けた仮 B.M を使用して、レベル測量を実施する。ただし、浮き屋根の仕様

は、シングルデッキであり、デッキの変形影響を受けないポンツーン上等に器械を設置す

る方法とする。 
ｃ．タンク内底板に設置した鋼巻尺の読み値から、底板部の標高を算出し、初期値からの変化

量を沈下量とする。 
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図 3.3.3 レベル測量による仮 B.M 設置とタンク内底板の標高測定 
 

② レーザーレベルによるタンク内底板の標高測定 
   レーザーレベルを用いたタンク内底板の標高測定のイメージを図 3.3.4 に示す． 
   測定は、「①レベル測量」で設置したタンク内の仮 B.M を利用し、レベル測量器械の代わり

にレーザーレベル装置を設置して行う（装置はポンツーン上に設置）。 
   レーザーレベル装置では、レベル測量時に設定したタンク内壁２点の仮 B.M の標高に差がな

いこと、自動水準器によるレーザー水平ライン上の測定結果が、レベル測量と相違ないことを

確認する。 

 

図 3.3.4 レーザーレベルを用いたタンク内底板の標高量測定 
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③ タンクスケールによるタンク内底板の沈下量測定 
   タンクスケールを用いたタンク内底板の沈下量測定のイメージを図 3.3.5 に示す。 
   測定は、タンク内底板に設置した鋼巻尺の読み値によりスケール直読位置の標高を算出し、

ルーフサポート孔より底板へ降下させたタンクスケールの読み値からタンク内底板の標高を測

定した。 

 
図 3.3.5 タンクスケールを用いたタンク内底板の沈下量測定方法 

 
（３）沈下量計測のタイミング 

 対象タンク内への水張り水位と沈下量計測のタイミングを図 3.3.6 に示す。 
試験時の沈下量計測は、水位を増加させる条件(①～④)と水位を減少させる条件(⑤～⑦)の計 7

回実施した。注水時と排水時に計測する水位は同レベルを目処とした。また、各計測は①：

12/19、②：12/20、③：12/21、④：12/23、⑤：12/26、⑥：12/27、⑦：1/8、に実施した。 

 

図 3.3.6 水張り試験水位と沈下量計測のタイミング 
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3.3.2 計測結果 
（１）側板外周部の沈下量 
  表 3.3.1 にタンク側板外周部の標高および沈下量、図 3.3.7 にタンク側板外周部の標高の変化、

図 3.3.8～図 3.3.19 に水位とタンク側板外周部の沈下量の関係を示す。なお、水張試験前の空液

時（第１回）における計測標高の最大値と最小値の差（不等沈下量）は 11mm であり、タンク内

径に対する不等沈下量の割合（不等沈下率）は 1/2,642 である。 
 

表 3.3.1 タンク側板外周部の標高および沈下量（単位は mm） 

 
 

 
図 3.3.7 タンク側板外周部の標高の変化

0 30 60 90 120 150 180 210 240 270 300 330 BM-1 BM-2 測定年月日

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

標高 5189 5189 5191 5188 5181 5185 5187 5192 5189 5187 5185 5184 4568 4609 2012/12/19

第１回 前回差 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 水張り前

累計沈下量 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

標高 5187 5186 5188 5186 5179 5182 5186 5185 5184 5183 5181 5181 4567 4608 2012/12/20

第２回 前回差 -2 -3 -3 -2 -2 -3 -1 -7 -5 -4 -4 -3 -1 -1 3.3 水位１/４

累計沈下量 -2 -3 -3 -2 -2 -3 -1 -7 -5 -4 -4 -3 -1 -1

標高 5182 5182 5183 5180 5174 5177 5180 5180 5182 5180 5178 5177 4565 4608 2012/12/21

第３回 前回差 -5 -4 -5 -6 -5 -5 -6 -5 -2 -3 -3 -4 -2 0 6.6 水位１/２

累計沈下量 -7 -7 -8 -8 -7 -8 -7 -12 -7 -7 -7 -7 -3 -1

標高 5174 5174 5175 5173 5167 5170 5174 5173 5174 5170 5168 5168 4564 4606 2012/12/23

第４回 前回差 -8 -8 -8 -7 -7 -7 -6 -7 -8 -10 -10 -9 -1 -2 13.5 満水

累計沈下量 -15 -15 -16 -15 -14 -15 -13 -19 -15 -17 -17 -16 -4 -3

標高 5178 5178 5179 5179 5172 5176 5180 5178 5178 5176 5173 5173 4566 4607 2012/12/26

第５回 前回差 4 4 4 6 5 6 6 5 4 6 5 5 2 1 6.6 水位１/２

累計沈下量 -11 -11 -12 -9 -9 -9 -7 -14 -11 -11 -12 -11 -2 -2

標高 5182 5182 5183 5181 5174 5178 5182 5181 5182 5180 5178 5177 4567 4609 2012/12/27

第６回 前回差 4 4 4 2 2 2 2 3 4 4 5 4 1 2 3.3 水位１/４

累計沈下量 -7 -7 -8 -7 -7 -7 -5 -11 -7 -7 -7 -7 -1 0

標高 5188 5189 5190 5188 5181 5184 5187 5187 5187 5185 5183 5182 4567 4610 2013/01/08

第７回 前回差 6 7 7 7 7 6 5 6 5 5 5 5 0 1 0.0 水抜き後

累計沈下量 -1 0 -1 0 0 -1 0 -5 -2 -2 -2 -2 -1 1

液量（m）測点№種別

タンク外周部沈下量

5160
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5170
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図 3.3.8 水位‐標高の関係（「1」） 
 

 

図 3.3.9 水位‐標高の関係（「2」） 

 

図 3.3.10 水位‐標高の関係（「3」） 
 

 

図 3.3.11 水位‐標高の関係（「4」） 

 

図 3.3.12 水位‐標高の関係（「5」） 

 

図 3.3.13 水位‐標高の関係（「6」） 
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図 3.3.14 水位‐標高の関係（「7」） 

 

 

図 3.3.15 水位‐標高の関係（「8」） 

 

 

図 3.3.16 水位‐標高の関係（「9」） 

 

 

図 3.3.17 水位‐標高の関係（「10」） 

 

 

図 3.3.18 水位‐標高の関係（「11」） 

 

図 3.3.19 水位‐標高の関係（「12」） 
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（２）タンク内底板の沈下量 
 レベル測量による沈下量計測結果を表 3.3.2 に、各計測点の水位と沈下量の関係を図 3.3.20～
3.3.26 に示す。 

表 3.3.2 レベル測量による沈下量計測結果(mm) 

 

 

 

図 3.3.20 水位‐標高の関係（「A」） 
 
 
 
 
 

 

図 3.3.21 水位‐標高の関係（「B」） 
 
 
 
 
 

種別 測点№ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 液量(m) 測定年月日

標高 5333.0 5331.0 5262.0 5258.0 5225.0 5221.0 5241.0 2012/12/19

第１回 前回差 － － － － － － － 0.0 水張り前

累計沈下量 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

標高 5322.0 5324.0 5251.0 5245.0 5204.0 5206.0 5213.0 2012/12/20

第２回 前回差 -11.0 -7.0 -11.0 -13.0 -21.0 -15.0 -28.0 3.3 水位１/４

累計沈下量 -11.0 -7.0 -11.0 -13.0 -21.0 -15.0 -28.0

標高 5312.0 5314.0 5242.0 5237.0 5194.0 5197.0 5205.0 2012/12/21

第３回 前回差 -10.0 -10.0 -9.0 -8.0 -10.0 -9.0 -8.0 6.6 水位１/２

累計沈下量 -21.0 -17.0 -20.0 -21.0 -31.0 -24.0 -36.0

標高 5300.0 5303.0 5233.0 5228.0 5187.0 5189.0 5197.0 2012/12/23

第４回 前回差 -12.0 -11.0 -9.0 -9.0 -7.0 -8.0 -8.0 13.5 満水

累計沈下量 -33.0 -28.0 -29.0 -30.0 -38.0 -32.0 -44.0

標高 5307.0 5310.0 5240.0 5233.0 5192.0 5194.0 5202.0 2012/12/26

第５回 前回差 7.0 7.0 7.0 5.0 5.0 5.0 5.0 6.6 水位１/２

累計沈下量 -26.0 -21.0 -22.0 -25.0 -33.0 -27.0 -39.0

標高 5315.0 5318.0 5246.0 5240.0 5199.0 5200.0 5208.0 2012/12/27

第６回 前回差 8.0 8.0 6.0 7.0 7.0 6.0 6.0 3.3 水位１/４

累計沈下量 -18.0 -13.0 -16.0 -18.0 -26.0 -21.0 -33.0

標高 5330.0 5329.0 5260.0 5255.0 5220.0 5216.0 5235.0 2013/01/08

第７回 前回差 15.0 11.0 14.0 15.0 21.0 16.0 27.0 0.0 水抜き後

累計沈下量 -3.0 -2.0 -2.0 -3.0 -5.0 -5.0 -6.0
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図 3.3.22 水位‐標高の関係（「C」） 
 

 

図 3.3.23 水位‐標高の関係（「D」） 
 

 

図 3.3.24 水位‐標高の関係（「E」） 
 

 

図 3.3.25 水位‐標高の関係（「F」） 
 

 

図 3.3.26 水位‐標高の関係（「G」） 
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（３）測定方法による差 
 3 種類の方法による沈下量の比較を表 3.3.3、標高の比較を表 3.3.4 に示す。 
 

表 3.3.3 ３種類の方法による沈下量の比較(mm) 

 

 
表 3.3.4 ３種類の方法による標高の比較(mm) 

 

種別 測点№ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 液量(m) 測定年月日

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2012/12/19

第１回 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 水張り前

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-11.0 -7.0 -11.0 -13.0 -21.0 -15.0 -28.0 2012/12/20

第２回 -9.0 -5.0 -11.0 -10.0 -22.0 -13.0 -28.0 3.3 水位１/４

-10.0 -7.0 -10.0 -12.0 -23.0 -15.0 -31.0

-21.0 -17.0 -20.0 -21.0 -31.0 -24.0 -36.0 2012/12/21

第３回 -21.0 -16.0 -21.0 -20.0 -33.0 -23.0 -36.0 6.6 水位１/２

-20.0 -17.0 -21.0 -20.0 -32.0 -24.0 -39.0

-33.0 -28.0 -29.0 -30.0 -38.0 -32.0 -44.0 2012/12/23

第４回 -32.0 -27.0 -29.0 -28.0 -38.0 -32.0 -44.0 13.5 満水

-31.0 -26.0 -29.0 -27.0 -41.0 -33.0 -46.0

-26.0 -21.0 -22.0 -25.0 -33.0 -27.0 -39.0 2012/12/26

第５回 -26.0 -20.0 -24.0 -24.0 -34.0 -28.0 -41.0 6.6 水位１/２

-25.0 -22.0 -23.0 -23.0 -36.0 -27.0 -42.0

-18.0 -13.0 -16.0 -18.0 -26.0 -21.0 -33.0 2012/12/27

第６回 -17.0 -12.0 -17.0 -16.0 -28.0 -20.0 -34.0 3.3 水位１/４

-20.0 -13.0 -14.0 -15.0 -28.0 -21.0 -37.0

-3.0 -2.0 -2.0 -3.0 -5.0 -5.0 -6.0 2013/01/08

第７回 -2.0 -2.0 -3.0 -1.0 -5.0 -4.0 -6.0 0.0 水抜き後

-3.0 -1.0 -2.0 -2.0 -5.0 -6.0 -9.0

①レベル測量

②レーザーレベル

③タンクスケール
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③タンクスケール
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②レーザーレベル

③タンクスケール

①レベル測量

②レーザーレベル

③タンクスケール

種別 測点№ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 液量(m) 測定年月日

5333.0 5331.0 5262.0 5258.0 5225.0 5221.0 5241.0 2012/12/19

第１回 5333.0 5331.0 5262.0 5258.0 5225.0 5221.0 5241.0 0.0 水張り前

5333.0 5331.0 5262.0 5258.0 5225.0 5221.0 5241.0

5322.0 5324.0 5251.0 5245.0 5204.0 5206.0 5213.0 2012/12/20

第２回 5324.0 5326.0 5251.0 5248.0 5203.0 5208.0 5213.0 3.3 水位１/４

5323.0 5324.0 5252.0 5246.0 5202.0 5206.0 5210.0

5312.0 5314.0 5242.0 5237.0 5194.0 5197.0 5205.0 2012/12/21

第３回 5312.0 5315.0 5241.0 5238.0 5192.0 5198.0 5205.0 6.6 水位１/２

5313.0 5314.0 5241.0 5238.0 5193.0 5197.0 5202.0

5300.0 5303.0 5233.0 5228.0 5187.0 5189.0 5197.0 2012/12/23

第４回 5301.0 5304.0 5233.0 5230.0 5187.0 5189.0 5197.0 13.5 満水

5302.0 5305.0 5233.0 5231.0 5184.0 5188.0 5195.0

5307.0 5310.0 5240.0 5233.0 5192.0 5194.0 5202.0 2012/12/26

第５回 5307.0 5311.0 5238.0 5234.0 5191.0 5193.0 5200.0 6.6 水位１/２

5308.0 5309.0 5239.0 5235.0 5189.0 5194.0 5199.0

5315.0 5318.0 5246.0 5240.0 5199.0 5200.0 5208.0 2012/12/27

第６回 5316.0 5319.0 5245.0 5242.0 5197.0 5201.0 5207.0 3.3 水位１/４

5313.0 5318.0 5248.0 5243.0 5197.0 5200.0 5204.0

5330.0 5329.0 5260.0 5255.0 5220.0 5216.0 5235.0 2013/01/08

第７回 5331.0 5329.0 5259.0 5257.0 5220.0 5217.0 5235.0 0.0 水抜き後

5330.0 5330.0 5260.0 5256.0 5220.0 5215.0 5232.0
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水位と底板の A～G における沈下量の平均値の関係について、３種類の方法による計測結果を比

較したものを図 3.3.27 に示す。いずれの沈下量計測でも結果に大きな差はないことから、水張試験

時における沈下量計測結果として、レベル測量による計測結果を用いることとする。 
 

 
図 3.3.27 水位と底板の沈下量の平均値の関係 
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3.4 沈下量に関する検討 
（１）平均沈下量の比較 
 底板の沈下量、側板外周部の沈下量の平均値を比較し表 3.4.1 に、水位と底板の沈下量、側板

外周部の沈下量の平均値の関係を図 3.4.1 に示す。 
 

表 3.4.1 平均沈下量等の比較(mm) 

水位 底板 外周 

注

水

時 

水張り前 0 m 0.0 0.0 
水位１/４ 3.3m -15.1 -3.3 
水位１/２ 6.6m -24.3 -7.7 
満水 13.5m -33.4 -15.6 

排

水

時 

水位１/２ 6.6m -27.6 -10.6 
水位１/４ 3.3m -20.7 -7.3 
水抜き後 0 m -3.7 -1.3 

 

 
図 3.4.1 水位と底板の沈下量，側板外周部の沈下量の平均値の関係 

 
 底板の沈下量は側板外周部の沈下量より大きく、1/2 満水時で-24.3mm で側板外周部の沈下量

の平均値の 3.2 倍、満水時で-33.4mm で側板外周部の沈下量の平均値の 2.2 倍となっている。 
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（２）タンク内部底板の沈下量分布 
 屋外貯蔵タンクは円筒形の軸対称であるため、タンク中心からの距離に応じた底板沈下量の分

布を図 3.4.2 に示す。 

 

 
図 3.4.2 底板の沈下量の分布 
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（３）地盤反力係数 
地盤反力係数は、計測された地盤沈下量の平均値と側板外周部の沈下量の平均値と底板に加

わる水圧より下式で算定する。 

𝑘𝑘𝑉𝑉 =
𝑝𝑝
𝛿𝛿
 

𝑝𝑝：底板に加わる水圧＝水の単位重量(9.8𝑘𝑘𝑘𝑘 𝑚𝑚3⁄ )×水位 

𝛿𝛿：平均沈下変形量＝（地盤沈下量の平均値＋側板外周部の沈下量の平均値）/2 

 

 地盤反力係数は同じ剛性を有する地盤に対しても載荷幅に大きく依存するため、屋外タン

ク貯蔵所基礎の規制基準や JIS B 8501（鋼製石油貯槽の構造）に示された𝐾𝐾30と比較するた

めには載荷幅の影響を補正する必要がある。ここでは，道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編

に従い、下式により載荷幅の影響を補正した。 

 

𝐾𝐾30 =
𝑘𝑘𝑉𝑉

�𝐵𝐵𝑉𝑉0.3�
−0.75 

𝐵𝐵𝑉𝑉：タンク内径 (m) 

 

 計算結果を表 3.4.2 に示す。 

 

表 3.4.2 地盤反力係数 

 1/2 満水時 満水時 

𝑘𝑘𝑉𝑉 (𝑘𝑘𝑘𝑘 𝑚𝑚3⁄ ) 9,774 8,703 

𝐾𝐾30 (𝑘𝑘𝑘𝑘 𝑚𝑚3⁄ ) 3.01×105 2.68×105 

 

 比較のために屋外タンク貯蔵所基礎の規制基準等に示されている地盤反力係数の値を表

3.4.3 に示す。屋外タンク貯蔵所基礎の規制基準砂マウンドの𝐾𝐾30と比較し，約３倍であった。 

 

表 3.4.3 新法タンクにおける鉛直地盤反力係数の基準値及び JISにおける設定値 

 地盤反力係数 𝐾𝐾30 

屋外タンク貯蔵所基礎の

規制基準 

砕石リング 1.96×105kN/m3以上 
砂マウンド 0.98×105kN/m3以上 

JIS B 8501（鋼製石油貯槽の構造）設定値 1.47×105kN/m3以上 
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3.5 種々の屋外貯蔵タンクの沈下計測結果 
 本検討会では、昨年度と本年度にわたり、旧法タンクを対象として２基の沈下計測を実施した。

また、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構の委託を受けて平成 18 年度から 20 年度

にかけて危険物保安技術協会が行った「水張検査の合理化に関する検討業務」において、新法タ

ンクを対象とした２基の沈下測定が実施されている。新法、旧法と基準の異なるタンクの水張荷

重と沈下量の関係を比較する。 
（１）比較の方法 
  一様な半無限弾性地盤として、その表面に作用する荷重点の沈下量は、鉛直ひずみの深さ方

向の積分より求められ、次式のように径および荷重度に比例する。（建築基礎構造設計指針 日
本建築学会） 

𝑆𝑆𝐸𝐸 = 𝐼𝐼𝑆𝑆
1− 𝜈𝜈2

𝐸𝐸
pD 

  𝑆𝑆𝐸𝐸 ：沈下量 
  𝐼𝐼𝑆𝑆 ：沈下係数 
 ν ：ポアソン比 
 𝐸𝐸 ：ヤング率 
 p ：荷重度 
 D ：タンクの直径 
 

 また弾性地盤上の円形等分布鉛直荷重による表面変位（｢土の応力伝播｣（鹿島出版会）の分

布を図 3.5.1 に示す。 

 
図 3.5.1 弾性地盤上の円形等分布鉛直荷重による表面変位 

 
 このように、径方向の地表面変位分布は中心からの距離と径の比で一義的に示される。各タ

ンクの計測結果について、計測された沈下量と中心からの距離をそれぞれの石油タンクの内径

で正規化して比較する。 
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（２）比較する屋外貯蔵タンク 
比較する屋外貯蔵タンクの概要を表 3.5.1 に示す。 

 
表 3.5.1 沈下量計測を実施した屋外貯蔵タンクの概要 

 タンク A タンク B タンク C タンク D 

住  所 大阪府堺市 神奈川県横浜市 
青森県上北郡 

六ヶ所村 
鹿児島県肝属郡 

東串良町 
適用基準 旧法（新基準） 旧法（新基準） 新法 新法 

計測期間 
平成 24 年 12 月 
～平成 25 年 1 月 

平成 23 年 12 月 
～平成 24 年 1 月 

平成 20 年 9 月 
～10 月 

平成 20 年 11 月

～12 月 

基

本 
寸

法 

内径 
(mm) 

29,060 36,830 81,500 83,300 

側高さ 
(mm) 

16,455 21,945 24,000 23,000 

最高液高 
(mm) 

13,426 21,600 21,600 21,300 

底部勾配 1/120 1/120 1/120 1/200 
貯蔵容量 

(kl) 
8,830 19,000 110,000 116,000 

底

部 
板

厚 

底板 
(mm) 

9 8 12 12 

アニュラ板 
(mm) 

12 12 21 21 
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（３）計測結果の比較 
  水張試験による水圧（p）と平均沈下量（δ）をタンク内径（D）で除した値（δ/D）との

関係について、タンク外周部に関するものを図 3.5.2 に、タンク内部底板に関するものを図

3.5.3 に示す。この比較はあくまで一例であり、空液→満液→空液という水張試験の経緯にお

ける計測頻度も異なるものの比較であるが、旧法タンクの地盤（タンク A 及びタンク B）は新

法タンク（タンク C 及びタンク D）に比べ沈下量が大きくなる状況が伺える。特に旧法タン

クのタンク内部底板に係る沈下量は、新法タンク C の約３～６倍、タンク D の約 1.5～３倍と

なっていることに留意する必要がある。 

 
図 3.5.2 タンク内径で正規化された沈下量の比較（タンク外周部平均） 

 

 
図 3.5.3 タンク内径で正規化された沈下量の比較（タンク内部底板平均） 
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3.6 有限要素法を用いた沈下シミュレーション 
3.6.1 石油タンク水張り時の沈下に対する FEM 解析の方法 
（１）使用する解析コード 
  使用する解析コードは、弾塑性が表現でき、離間が表現できるものが望ましい。今回は汎用

プログラム ABAQUS を利用し、解析 step を細かく刻み、前 step の結果により地盤剛性

等を変化させその step の解析を実施させた。 
（２）構造モデル 
  構造モデルのイメージを図 3.6.1 に示す。解析範囲は石油タンクの径をＤとすると、平面方

向には６Ｄ、深さ方向には３Ｄをとる。地盤の境界条件は、底面および外周面はピンローラー

とし、底板と地盤の境界は接触要素で表現する。 

 

図 3.6.1 構造モデルのイメージ 
 

（３）先行荷重状態の推定 
昨年度実施した神奈川県横浜市のタンク地盤は、タンク底板直下の地盤の特性がブロッ

クサンプリングした試料に対する三軸試験より求められていた。また、地中部の粘性土に

対する圧密試験結果より、過去の地盤に与えられた荷重履歴が推定された。 

今回の大阪府堺市のタンク地盤は，地盤のサンプリングによる三軸試験や圧密試験が行

われていないため、タンク底板直下の地盤の特性は平成 21 年 9 月に実施された局部すべ

り判定で用いられたものに整合するよう設定した。また，地盤に与えられた先行荷重状態

の荷重 pc は，対象タンクの最高液面高さに相当する水位 13.4m 相当（pc=132kN/m2)とし

た。 

Ｄ 

６Ｄ 

３Ｄ 

外周側面ピンローラ

底面ピンローラ

底板地盤境界接触要素
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（４）FEM 解析のフロー 
 FEM 解析は 3 つの PHASE で実施する。その流れを図 3.6.2 に示す。 

 
 
  
 
 
 
 

 
 

 
 
【水張水位】（沈下モードや応力分布を求める水張水位） 
  0m → 3.3m → 6.6m → 13.4m → 6.6m→ 3.3m → 0m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.6.2 FEM 解析の流れ 

PHASE１：初期剛性設定解析 

PHASE２：地盤侵食状態 

PHASE３：水張試験 

水張り試験実施前の状態 

地盤剛性の初期状態を設定する。 

水張り水位を増減し、水張試験をシミュレートする。 

先行荷重状態の荷重 pcを取り除き、水張試験実施前の状態を設定する。 

自重＋先行荷重状態まで多段階で載荷する。N 値と地盤特性より推定した

剛性 E0 を基準剛性とする。基準剛性に対応する拘束圧 pe=180kN/m
2 とす

る。先行荷重状態を表す荷重 pcは地表面全面に自重方向へ載荷する。 

pc=132kN/m2 

自重＋先行荷重状態 地盤侵食状態 水張試験 

石油タンク 

PHASE１ PHASE２ PHASE３ 
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（５）地盤の要素特性の評価 
ア 破壊基準 

   地盤の破壊曲面は Mohr-Coulomb で規定する。Mohr-Coulomb のパラメータである土の

粘着力 C、土の内部摩擦角φは、当該地盤からサンプルされた試料に対する三軸試験から得

られるものを用いるのが望ましいが、当該地盤の三軸試験結果がない場合ためＮ値等から推

定する。 
 
・破壊規準：Mohr-Coulomb c：土の粘着力  𝜙𝜙：土の内部摩擦角 

破壊規準に載った場合は一次剛性のα𝑝𝑝𝑝𝑝倍に剛性低下 
c = 10N、𝜙𝜙 = √15𝑁𝑁 + 15とした。 

ただし𝜙𝜙 = 0の場合、破壊規準に達した時 𝜈𝜈 = 0.495 
 

イ 地盤の基準剛性 
   地盤の基準剛性の定め方のフローを図 3.6.3 に示す。基準剛性とそれに対応する拘束圧は、

当該地盤のサンプル試料に対する要素試験から得られるものを使用するのが望ましいが、当

該地盤には要素試験結果がないので N 値と𝑉𝑉𝑠𝑠との関係より推定した剛性𝐸𝐸0を基準剛性とし、

N 値と𝑉𝑉𝑠𝑠との関係より推定した基準剛性に対応する拘束圧 pe=180kN/m2とすることとした。 
 

 

図 3.6.3 地盤の基準剛性の定め方 
  

地盤の弾性波探

標準貫入試験 

地盤の要素試験 

N vs 𝑉𝑉𝑠𝑠 

𝑉𝑉𝑠𝑠 vs 𝐺𝐺0 

𝐺𝐺0、𝐸𝐸0 
基準剛性 

未実施 

未実施 

未実施 

周辺の地盤データ 

ν =
1 − sin𝜙𝜙
2 − sin𝜙𝜙

 ・ポアソン比𝜈𝜈               𝜙𝜙：土の内部摩擦角 
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    地盤のせん断弾性波速度から地盤の基準剛性は下式で求める。 
     基準剛性    𝐸𝐸0 = 2(1 + 𝜈𝜈)𝐺𝐺0 
  せん断弾性係数 𝐺𝐺0 = 𝜌𝜌𝑉𝑉𝑠𝑠2 
     𝜌𝜌：質量密度 
     𝑉𝑉𝑠𝑠：地盤のせん断弾性波速度 
    標準貫入試験の N 値より地盤の基準剛性推定する場合は図 3.6.4 で求める。 

 
沖積粘性土（Ac)  𝑉𝑉𝑠𝑠 = 102𝑁𝑁0.292      沖積砂質土（As） 𝑉𝑉𝑠𝑠 = 80.6𝑁𝑁0.311  
洪積粘性土（Dc)  𝑉𝑉𝑠𝑠 = 114𝑁𝑁0.292      洪積砂質土（Ds） 𝑉𝑉𝑠𝑠 = 97.2𝑁𝑁0.323  

基準拘束圧 𝑝𝑝𝑒𝑒 = 180𝑘𝑘𝑘𝑘 𝑚𝑚2⁄  
図 3.6.4 標準貫入試験の N 値と𝑉𝑉𝑠𝑠 

 
ウ 地盤剛性の初期状態の設定 

   地盤の剛性はそれまで受けてきた荷重履歴を反映している。このため、図 3.6.5 に示すフ

ローのように、基準剛性とそれに対応する拘束圧を元に、荷重履歴による拘束圧の変化に起

因する剛性変化を評価して地盤剛性の初期状態を設定する。 
 

 
図 3.6.5 地盤剛性の初期状態の設定 

 
   剛性変化の程度は，（履歴最大最大主応力／基準拘束圧）の 0.5 乗に比例するとした。ま

たせん断応力により剛性も変化するが、処女せん断応力状態時の塑性ひずみ成分変化による

剛性変化は DUNCAN-CHANG 式で評価することした。PHASE1、2 の除荷時には剛性変

化はしないものとした。 
 
  

地盤剛性の初期状態 
𝐺𝐺0、𝐸𝐸0 
基準剛性 

 

拘束圧依存性の再評価 
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・地盤の一次剛性 𝐸𝐸𝑖𝑖+1 R   基準剛性𝐸𝐸0 

(𝑖𝑖 + 1)step 時の剛性𝐸𝐸𝑖𝑖+1を、(𝑖𝑖)step までの最大主応力𝜎𝜎1,1～𝑖𝑖より下式で修正する。 

 𝐸𝐸𝑖𝑖+1 = 𝐸𝐸0 × �𝜎𝜎1,𝐿𝐿 𝑝𝑝𝑒𝑒⁄ �0.5
   ここで、𝑝𝑝𝑒𝑒：基準拘束圧 

                     𝜎𝜎1,𝐿𝐿 = max �𝜎𝜎1,1～𝑖𝑖−1� 

・降伏規準内剛性 

   (𝜎𝜎1 − 𝜎𝜎3)𝑗𝑗 ≥ max �(𝜎𝜎1 − 𝜎𝜎3)0～𝑗𝑗−1� 

   接線剛性 

     𝑅𝑅𝑓𝑓：破壊比 

    (𝜎𝜎1 − 𝜎𝜎3)𝑗𝑗 ≤ max �(𝜎𝜎1 − 𝜎𝜎3)0～𝑗𝑗−1�   地盤一次剛性 𝐸𝐸𝑖𝑖+1 

 
   PHASE１では、先行荷重状態 pc 相当の荷重履歴を反映させ、先行荷重状態 pc まで地表

面に自重方向へ多 step で載荷することとした。簡単のため、自重に加え先行荷重状態 pc 相

当の荷重を地表面に載荷することにより、それまで受けてきた荷重履歴を評価することとし

た。自重＋先行荷重状態 pc まで地表面に自重方向へ多 step で載荷することにより、step 毎

の剛性変化が評価できる。PHASE2 では、水張り試験実施前の状態を設定する。先行荷重

pc を取り除き、自重のみの水張試験実施前の地盤の応力状態を求める。 
 

エ 水張り試験時の地盤剛性変化 
 PHASE3 では、水張水位を増減し水張試験をシミュレートする。この際には弾性成分の

剛性の拘束圧依存性およびひずみ依存性を考慮することとした。PHASE1、2 で得られた剛

性を初期剛性とし、(𝑖𝑖 + 1)step の剛性変化の拘束圧依存性は（(𝑖𝑖)step の最大主応力／自重

時の最大主応力）の 0.5 乗に比例するとした。剛性変化のひずみ依存性は、除荷、再載荷の

開始時からの最大主ひずみの増分に依存することとした。剛性変化のひずみ依存性の程度は、

当該地盤のサンプル試料に対する三軸試験から得られるものを使用するのが望ましいが、当

該地盤には三軸試験結果がないため、既往の研究資料（木幡行宏、村田修 せん断剛性比の

ひずみレベル依存性に関する定式化 土木学会第 55 回年次学術講演会）を参考に定めるこ

ととした。 
 
  

𝐸𝐸𝑡𝑡 = �1 −
𝑅𝑅𝑓𝑓(1 − sin𝜙𝜙)(𝜎𝜎1 − 𝜎𝜎3)

2 ∙ 𝑐𝑐 ∙ cos𝜙𝜙 + 2 ∙ 𝜎𝜎3 ∙ sin𝜙𝜙�
2

𝐸𝐸𝑗𝑗 
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・地盤の一次剛性 𝐸𝐸𝑖𝑖+1 R  初期地盤剛性𝐸𝐸0 R PHASE2 終了時（水張り試験直前）の剛性 

 (𝑖𝑖 + 1)step 時の各要素の剛性𝐸𝐸𝑖𝑖+1を(𝑖𝑖)step の最大主応力𝜎𝜎1,𝑖𝑖より下式で修正する。 

    𝐸𝐸𝑖𝑖+1 = 𝐸𝐸0 × �𝜎𝜎1,𝑖𝑖 𝜎𝜎1,0⁄ �0.5
   ただし𝐸𝐸𝑖𝑖+1 ≥ 𝐸𝐸0 

  ここで𝜎𝜎1,0は PHASE2 終了時（水張り試験直前）の最大主応力 

・降伏規準内剛性 (𝑗𝑗 + 1)step 
接線剛性 𝐸𝐸𝑡𝑡,𝑗𝑗+1 R  ：𝐸𝐸𝑡𝑡,𝑗𝑗+1 = 𝐸𝐸𝑗𝑗 × 𝐾𝐾 
 

        ここで 
 

A = 1 + α ∙ (1 + 𝜈𝜈)𝛽𝛽 ∙ (1− 𝛽𝛽)(∆𝜀𝜀)𝛽𝛽 
B = �1 + 𝛼𝛼 ∙ (1 + 𝜈𝜈)𝛽𝛽(∆𝜀𝜀)𝛽𝛽�2 

 
∆𝜀𝜀：除荷時  除荷開始点の𝜀𝜀1𝑈𝑈と(𝑗𝑗)step の𝜀𝜀1との差の絶対値 

再載荷時 再載荷開始点の𝜀𝜀1𝑅𝑅と(𝑗𝑗)step の𝜀𝜀1との差の絶対値 
          ここで𝜀𝜀1は最大主ひずみ（圧縮側） 

なお、α、βは表 3.6.1 に示す。 
 

表 3.6.1 ひずみ依存性のα、β 
地盤材料 α β 

沖積粘性土 135.997 0.804 
洪積粘性土 270.033 0.824 
沖積砂質土 603.053 0.854 
洪積砂質土 603.902 0.942 

木幡行宏，村田修 せん断剛性比のひずみレベル依存性に関する定式化 
（土木学会第 55 回年次学術講演会） 

 
 

𝐾𝐾 =
𝐵𝐵
𝐴𝐴
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3.6.2 構造モデルと要素特性 
解析モデルは軸対称とし、屋外貯蔵タンク及び地盤について次のとおりモデル化した。 

（１）屋外貯蔵タンクのモデル化 
  屋外貯蔵タンクは、側板、底板、アニュラー板のみをモデル化した。側板の板厚、高さ、ア

ニュラー板、底板は表 3.6.2 のとおりとする。 
 

表 3.6.2 屋外貯蔵タンク諸元 
タンク内径(mm) タンク高さ(mm) 基礎高さ(mm) 

29060 16445 700 

 
アニュラー板 底板 

範囲 材質 板厚(mm) 材質 板厚(mm) 
側から 2.0m SM400C 12.0 SS400 9.0 

 
 板幅(mm) 実板厚 材質 

トップアングル 75 アングル 6 SS41 
９段目 1,820 8.10 SS41 
８段目 1,820 7.90 SS41 
７段目 1,820 7.60 SS41 
６段目 1,820 9.70 SS41 
５段目 1,820 11.60 SS41 
４段目 1,820 13.60 SS41 
３段目 1,820 15.70 SS41 
２段目 1,820 16.60 SS41 
最下段 1,820 19.10 SS41 
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（２）底板と地盤のモデル化 
  地表面付近の構造モデルのイメージは図 3.6.6、地層区分と地盤特性パラメータを図 3.6.7
に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.6.6 地表面付近の解析モデルのイメージ 

 

水圧 pw を段階的に変化させる 
解析範囲は 6D 

解析範囲は３D 

0.031ｍ 

側板 

ｱﾆｭﾗｰ板 t12.0 底板 t9.0  

内径 29.06m 

1.95m 

礫 

タンク内径 D=29.06m 
OP 4.50m 

3-31 
 



 

 

 

 
図 3.6.7 地層区分と地盤特性パラメータ 
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3.6.3 解析結果 
（１）水張水位と沈下量の関係 
 解析エッジと沈下量を注目した節点位置を図 3.6.8 に、メッシュ図を図 3.6.9 に示す。 
 

 
図 3.6.8 解析エッジと沈下量を注目した節点位置 
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図 3.6.9 メッシュ図 
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水張水位と地表面の沈下量の関係を図 3.6.10 に、水張水位と底板の沈下量の関係を図 3.6.11
に示す。 

 
図 3.6.10 水張水位と地表面の沈下量の関係 

 

 
図 3.6.11 水張水位と底板の沈下量の関係 

（２）底板沈下量の分布 
 底板沈下量の径方向の分布を、図 3.6.12（注水時）及び図 3.6.13（排水時）に示す。 
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図 3.6.12 底板沈下量の分布（注水時） 

 

 
図 3.6.13 底板沈下量の分布（排水時） 
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3.7 計測結果と解析結果との比較 
3.7.1 沈下計測結果との比較 
 FEM 解析結果と計測された底板沈下量、外周沈下量の平均値を比較し図 3.7.1 に示す。 
 

 
図 3.7.1  FEM 解析結果と底板沈下量、外周沈下量の比較 
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 底板沈下量の径方向の分布を、FEM 解析結果と実測値を比較し図 3.7.2（注水時）及び図 3.7.3
（排水時）に示す。 
 

 
図 3.7.2  FEM 解析結果と底板沈下量分布の比較（注水時） 

 

 
図 3.7.3  FEM 解析結果と底板沈下量分布の比較（排水時） 
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第４章旧法タンクの底板に適用される重ねすみ肉溶接部に係る疲労強度 
 
4.1 目的 
底板の重ね継手のすみ肉溶接部においては、のど厚の大きさ、初層部の欠陥の有無、板と

板との隙間等の構造的要因により疲労強度が異なることが考えられることから、重ねすみ肉

溶接のルート部を起点としたき裂が進展した場合を想定した 4 点曲げ試験及びき裂進展解

析を実施し、上述した構造的要因と疲労強度との関係について整理することを目的とする。 
 
4.2 重ねすみ肉溶接部に係る４点曲げ試験 
4.2.1 試験概要 
 図 4.2.1 に示すように、負荷は上スパン 200mm、下スパン 300mm の 4 点曲げで実施す

る。重ねすみ肉により発生する段差は治具で高さを調整することとする。設定した変位に対

して繰り返し荷重を負荷させる変位制御試験を実施し、設定した変位に到達した初回負荷の

25%になった時点までの繰り返し回数を計測する。 
 

 
図 4.2.1 ４点曲げ試験の概要 

 
4.2.2 試験片 
（１）試験片の種類 

すみ肉溶接部の 4 点曲げ疲労試験の実施にあたり、のど厚の大きさ、初層部のおける欠

陥の有無、板と板との隙間については、表 4.2.1 に示す組み合わせの試験を実施した。 

高さ調整治具 

高さ調整治具 

200mm 

300mm 
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表 4.2.1 疲労試験を実施する構造的要因の組み合わせ 
ケース のど厚 初層部 隙間 疲労試験 

1 100% 無欠陥 1mm 

設定変位：6 種類 
2 50% 無欠陥 1mm 
3 100% 無欠陥 5mm 
4 50% 無欠陥 5mm 
5 100% ブローホールあり 1mm 

設定変位：4 種類 
6 50% ブローホールあり 1mm 
7 100% ブローホールあり 5mm 

試験実施せず 
8 50% ブローホールあり 5mm 

作成した試験片の断面写真について図 4.2.2～4.2.5 に示す。また、参考まで過去に発生し

た重ねすみ肉溶接の疲労破壊事例の写真を図 4.2.6 に示す。 

 
図 4.2.2 試験片(隙間 1mm、のど厚 100%)  
 

 
図 4.2.3 試験片(隙間 1mm、のど厚 50%)  
 

 
図 4.2.4 試験片(隙間 5mm、のど厚 100%) 
 

 
図 4.2.5 試験片(隙間 5mm、のど厚 50%) 

   
 
 
 
 

図 4.2.6 過去に発生した重ねすみ肉溶接の疲労破壊事例の写真 
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（２）溶接施工条件 
 試験片の溶接は表 4.2.2 に記載した条件に基づいて行われた。なお、初層部に意図的にブ

ローホールを発生させた試験片を作成する必要があることから、炭酸ガスアーク溶接を採用

した。 
表 4.2.2 溶接条件 

溶接材料 神戸製鋼所製 MG-50T 
棒径 1.2mmφ 
パス数 隙間 1mm：3 隙間 5mm：6 

電流（A） 190 
電圧（V） 24 

速度（cm/min） 約 30 

 
 なお、初層部に欠陥がない試験片とブローホールを発生させた試験片に対する放射線透過

試験の結果を図 4.2.7 及び 4.2.8 に示す。 

図 4.2.7 初層部無欠陥の試験片における放射線透過試験結果 
 

図 4.2.8 初層部にブローホールを発生させた試験片における放射線透過試験結果 
 
4.2.3 試験結果 
（１）のど厚の影響について 
 すみ肉溶接の構造的要因のうち、のど厚の影響について比較するために、表 4.2.1 に示す

ケース１と２の試験結果を比較したものを図 4.2.9 に、ケース３と４の試験結果を比較した

ものを図 4.2.10 に示す。のど厚の大小は疲労強度に大きな影響を与える結果が得られた。 
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図 4.2.9 初層部無欠陥、隙間 1mm の場合の試験結果 

 

  
図 4.2.10 初層部無欠陥、隙間 5mm の場合の試験結果 

 
（２）初層部欠陥の有無の影響について 
 すみ肉溶接の構造的要因のうち、初層部欠陥の有無の影響について比較するために、表

4.2.1 に示すケース１と５の試験結果を比較したものを図 4.2.11 に、ケース２と６の試験結

果を比較したものを図 4.2.12 に示す。試験片の作成にあたり初層部へ発生させたブローホ

ールはあくまで出来たなりのものであり、ブローホールの大きさや発生位置等について制御

を一切行っていないものであることに留意が必要であるが、初層部無欠陥の試験結果と比較

し疲労強度に有意な差が認められる結果となった。 
 

0

1

2

3

4

5

6

7

10 100 1,000 10,000 100,000

のど厚100% 

のど厚50% 

0

1

2

3

4

5

6

7

10 100 1,000 10,000 100,000

のど厚100% 

のど厚50% 

繰返し数（回） 

試
験
変
位
（

m
m
）

 

繰返し数（回） 

試
験
変
位
（

m
m
）

 

4-4 
 



 
図 4.2.11 隙間 1mm、のど厚 100%の場合の疲労試験結果 

 

 
図 4.2.12 隙間 1mm、のど厚 50%の場合の試験結果 

 
（３）隙間の影響について 
すみ肉溶接の構造的要因のうち、隙間の影響について比較するために、表 2.2.1 に示すケ

ース１と３の試験結果を比較したものを図 4.2.13 に、ケース２と４の試験結果を比較した

ものを図 4.2.14 に示す。隙間の大小が疲労強度に与える影響は他の構造的要因に比較して

少ない結果が得られた。 
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図 4.2.13 初層部無欠陥、のど厚 100%の場合の試験結果 

 

 
図 4.2.14 初層部無欠陥、のど厚 50%の場合の試験結果 
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4.3 有限要素法を利用したき裂進展解析について 
4.3.1 解析方法 
  以下に示すような N.E Dowling 他の塑性域におけるき裂進展評価提案式を用いて、所定

のき裂進展性解析を行う。 
 
                                                            (4.3.1) 
ここで、 
 𝑐 ：き裂深さ (mm) 
 𝑁 ：繰返し回数(cycle) 
 ∆𝐽𝑐：き裂深さを変数とするＪ積分範囲(N/mm) 
 𝐶∗ ：き裂進展則の定数 
 𝑚∗ ：き裂進展則の指数 
          
 本解析においてき裂進展則の定数 C’と指数 m’は､以下の値を用いる｡ 

m’ = 1.75、C’ = 1.014×10-5  
(このときの単位系はΔJ が[N /mm]､dc / dN が[mm/cycle]｡) 

  同評価式で用いる、初期き裂寸法変化と J 積分範囲の関係は、2 次元解析モデル（帯状き

裂を有する重ね継手モデル）により、汎用有限要素法解析プログラム「ABAQUS」(バージ

ョン 6.10)を用いた数値解析により求める。 
 
4.3.2 解析条件と解析モデル 
（１）解析条件 

4 点曲げ試験のモデルと同じ支持条件、負荷位置を考慮した解析モデルの概念図を図

4.3.1 に隙間及びのど厚不足の 2 種類の重ねすみ肉溶接部の解析モデルの概念図を図 4.3.2
に示す。 

        
 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
        

図 4.3.1 重ねすみ肉溶接部の負荷、支持概念図 

強制変位δp 強制変位δp 

ロール支持 
ロール支持 

𝑑𝑐
𝑑𝑁

= 𝐶∗(∆𝐽𝑐)𝑚∗ 
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(1)隙間のあるモデル 
 
 
 
 
 
(2) 隙間＋のど厚不足のモデル 

 
図 4.3.2 重ねすみ肉溶接部の解析モデルの概念図 
 

（２）材料特性 
弾塑性特性を考慮にいれた 2 次元平面ひずみモデルによるき裂進展解析（Ｊ積分）を実

施する。材料データは2010ASME Boiler and Pressure Vessel Code, Section VIII, Division 
2（ASME B&PV Code を略称する）に提供される炭素鋼の応力ひずみカーブを使用する。 

材料特性は表 4.3.1 に示す通りである。 
 

表 4.3.1 材料特性（JIS B 8257-2008 による） 
材質 ヤング率  

E(Gpa) 
ポアソン比  

ν(-) 
降伏応力 

σy(N/mm2) 
引張強度 

σu(N/mm2) 

SS400 200 0.3 245 415 
 
（３）のど厚 

のど厚が 2/t （のど厚 100%モデルと呼ぶ）、 22/t （のど厚 50%モデルと呼ぶ）の

２種類とする(図 4.3.3 参照)。なお、溶接部の角度は 45°とする。 
 

        
 

 図 4.3.3 重ねすみ肉溶接ののど厚 

ｈ 

t 
t 

のど厚  

隙間 

のど厚不足 
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（４）解析パラメータ 
   解析パラメータとする重ね継手の沈下量（ルート部の鉛直変位）及びひずみの出力位置

は図 4.3.4 に示すとおりである。 
 
 
 
     
 
 
 
 
 

 図 4.3.4  き裂進展解析時のパラメータ出力位置図 
 
（５）２次元解析モデル 
２次元解析モデルにおける使用要素は、CPE8 (8 節点、2 次、平面ひずみ)要素である。

のど厚の種類により二つの解析モデルを作成した。 
 
   ア のど厚 100%モデル 

のど厚 100%のモデルの全体図及び溶接部の拡大図は図 4.3.5(a)と(b) (板厚 6mm、隙

間 1mm)に、 この解析モデルによる解析ケースは表 4.3.2 に示すとおりである。 
 
  

2mm 
ひずみεr (2) 

沈下量（鉛直変位）δ0 
強制変位δp 

強制変位 δp 

き裂深さごとのＪ積分値 

底板の半径(r)方向 
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(a) モデル全体図 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 溶接部のメッシュ拡大図 
 

図4.3.5  き裂進展解析モデル (のど厚100%モデル) 
 
 

表4.3.2  重ねすみ肉溶接の２次元モデルによる破壊力学パラメータ（Ｊ積分値） 
ＦＥＭ解析ケース(のど厚100%モデル) 

 
解析番号 隙間 のど厚 初期き裂深さ 

 [mm] [mm] c [mm] 
1-1 1.0  4.24  0 
1-2 1.0  4.24 0.5 
1-3 1.0  4.24 1.0 
1-4 1.0  4.24 1.5 
1-5 1.0  4.24 2.0 
1-6 1.0  4.24 2.5 

き裂進展方向 
（のど厚断面） 
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イ のど厚 50%モデル 
のど厚 50%のモデルの全体図及び溶接部の拡大図は図 4.3.6(a)と(b) (板厚 6mm、隙

間 1mm)に、 この解析モデルによる解析ケースは表 4.3.3 に示すとおりである。 

 
(a) モデル全体図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 溶接部のメッシュ拡大図 
 

図4.3.6  き裂進展解析モデル (のど厚50%モデル) 
 

表 4.3.3  重ね継手の２次元モデルによる破壊力学パラメータ（Ｊ積分値） 
        ＦＥＭ解析ケース（のど厚50%モデル） 

解析番号 隙間 のど厚 初期き裂深さ 
 [mm] [mm] c [mm] 

2-1 1.0  2.12  0 
2-2 1.0  2.12 0.27 
2-3 1.0  2.12 0.53 
2-4 1.0  2.12 0.80 
2-5 1.0 2.12 1.06 
2-6 1.0 2.12 1.33 
2-7 1.0 2.12 1.59 

 

き裂進展方向 
（のど厚断面） 
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4.3.3 き裂進展解析手順 
 き裂進展解析は次の（a）～（c）の手順によって実施するものとする。 
（a）Ｊ積分の解析結果を、設定したき裂寸法における基本解析制御パラメータとされる重

ね継手の沈下量（鉛直変位）δ０値（き裂なし場合の値）との関係で整理する。 
（b）J 積分値がゼロの場合、すなわち鉛直変位がゼロの場合を基準状態とし、その基準状

態からの変動量として、解析から得られた J 積分値をＪ積分範囲 cJ∆ と見なす。各

設定したき裂深さの最深点における cJ∆ のみ注目するため、き裂深さ及び重ね継手

の鉛直変位値 0δ∆ （き裂があるときの値）の変動による cJ∆ の変化を、式(4.3.2)に

示す関数M(c) と線形補正関数 )0( δ∆f との積の形で表わす。ここで、関数M(c) は

各設定したき裂深さにおけるＪ積分値を沈下量 0δ∆ で割った値の平均値（全ステッ

プ）を用いて、き裂深さとの関係（式(4.3.3)に示す多項式）が求められる。重ね継手

の沈下量とＪ積分値の関係がほぼ線形であるため、式(4.3.4)に示す近似的な線形補正

関数 )0( δ∆f を用いて沈下量の変動分の補正を行う。     

 
          )0(M(c)Jc δ∆×=∆ f                                        (4.3.2) 

     ここには、 
         4

4
3

3
2

21xM(c) cxcxcxc +++=                                    (4.3.3) 

         2
02

01

/1
)0(

δ
δ

δ
∆+

∆
=∆

p
p

f                                           (4.3.4) 

 
（c）求めた∆𝐽𝑐を式（4.3.1）に示すき裂進展則に代入して、式（4.3.5）に示すように初期

き裂深さ c から、設定した限界き裂状態のき裂深さ𝑐𝑓（のど厚の 80%に達したとき

貫通とみなす）まで積分して、想定した繰返し負荷状態における繰返し回数（貫通ま

での疲労破断回数）𝑁𝑓を求める。 

 
                 (4.3.5)  

 
4.3.4 ２次元解析モデルによるき裂進展解析結果 
（１）のど厚 100%モデルの J 積分値解析結果 

  帯状初期き裂を有するのど厚 100%モデル（２次元解析モデル）による J 積分値解析結

果を表 4.3.4 に示し、重ね継手の沈下量とＪ積分値の関係および沈下量と溶接止端部に発

生した底板の半径方向圧縮ひずみの関係をそれぞれ図 4.3.7 と図 4.3.8 に示す。代表的な

き裂部の塑性ひずみ分布図の一例を図 4.3.9 に示す。 
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表 4.3.4  初期き裂を有する重ねすみ肉溶接のルート部のき裂進展解析から求めたＪ積分値 
          ( 板厚：6 mm、隙間：1 mm、のど厚 100%) 
      各き裂深さ c ごとのＪ積分値 [N/mm] 
STEP δ0 εr (2) c = 0.0 c = 0.5 c = 1.0 c = 1.5 c = 2.0 c = 2.5 

  [mm] [%] [mm] [mm] [mm] [mm] [mm] [mm] 
1  2.85  -0.07  0.58  1.41  2.84  6.57  11.06  12.95  
2  6.10  -0.13  6.37  21.34  32.03  37.33  40.28  38.40  
3  9.93  -0.15  20.16  57.69  71.04  75.15  74.75  68.20  
4  13.70  -0.20  32.91  93.90  112.09  115.80  112.63  101.26  
5  17.22  -0.23  42.83  126.44  154.35  158.95  153.10  137.11  
6  20.61  -0.27  50.56  155.94  196.53  202.66  194.89  174.85  
7  23.88  -0.31  56.65  179.63  235.08  245.25  238.18  214.41  
8  26.75  -0.33  60.07  197.96  271.21  287.90  280.40  254.87  
9  29.58  -0.35  62.95  209.07  306.51  328.90  322.11  295.17  
10  32.56  -0.37  66.37  221.84  335.97  367.01  361.33  335.13  

 

 
図 4.3.7 重ねすみ肉溶接部の沈下量とＪ積分値の関係 (のど厚 100%モデル) 
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図 4.3.8 重ねすみ肉溶接部の沈下量と溶接止端部に発生した圧縮ひずみの関係 

(のど厚 100%モデル) 
 
 

 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4.3.9 き裂部の相当塑性ひずみの分布図の一例（初期き裂深さc = 2.0 mm） 
 

変形倍率：1 倍 
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なお、き裂進展解析の際に、以下の関数Ｍ(c)（図4.3.10参照）と線形補正関数 )0( δ∆f （図

4.3.11参照）を用いて、式(4.3.2)よりＪ積分範囲∆𝐽𝑐を求める。 
     432 489.0255.3693.8590.10943.1M(c) cccc −+−+=                                   

     2
0

0

/299.301
203.1)0(

δ
δδ
∆+

∆
=∆f                                             

 

 
図 4.3.10 のど厚 100%モデルの M(c)関数 

 

 
図 4.3.11 のど厚 100%モデルの線形補正関数 )0( δ∆f  
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（２）のど厚 50%モデルの J 積分値の解析結果 
  帯状初期き裂を有するのど厚 50%モデル（２次元解析モデル）による J 積分値解析結果

を表 4.3.5 に示し、重ね継手の沈下量とＪ積分値の関係および沈下量と溶接止端部に発生し

た底板の半径方向圧縮ひずみの関係をそれぞれ図 4.3.12 と図 4.3.13 に示す。代表的なき裂

部の塑性ひずみ分布図の一例を図 4.3.14 に示す。 
 
表 4.3.5  初期き裂を有する重ねすみ肉溶接のルート部のき裂進展解析から求めたＪ積分値 
          (板厚：6 mm、有害隙間：1 mm、のど厚 50%) 
      各き裂深さ c ごとのＪ積分値 [N/mm] 
STEP δ0 εr (2) c = 0.00 c = 0.27 c = 0.53 c = 0.80 c = 1.06 c = 1.33 

  [mm] [%] [mm] [mm] [mm] [mm] [mm] [mm] 
1  2.85  -0.033  3.82  7.64  8.76  8.81  8.11  6.62  
2  6.38  -0.038  14.41  25.51  26.43  24.42  21.10  16.60  
3  9.98  -0.042  26.66  46.08  46.57  42.26  36.04  28.17  
4  13.64  -0.045  40.39  68.91  68.66  62.12  52.74  41.20  
5  17.35  -0.047  55.44  93.49  92.33  83.48  70.95  55.61  
6  21.12  -0.049  71.58  119.49  117.13  106.15  90.53  71.34  
7  24.95  -0.051  88.65  146.69  143.16  129.97  111.24  88.21  
8  28.80  -0.052  106.19  174.56  170.13  154.84  133.05    - 
9  32.72  -0.053  124.27  203.16  197.86  180.57    -   - 
10  36.71  -0.054  142.58  231.84  226.14  207.19    -   - 

 

 
図 4.3.12 重ねすみ肉溶接部の沈下量とＪ積分値の関係 (のど厚 50%モデル) 
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図 4.3.13 重ねすみ肉溶接部の沈下量と溶接止端部に発生した圧縮ひずみの関係 

(のど厚 50%モデル) 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図4.3.14 き裂部の相当塑性ひずみの分布図の一例（初期き裂深さc = 1.6 mm） 

 

変形倍率：1 倍 
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なお、き裂進展解析の際に、以下の関数Ｍ(c)（図4.3.15参照）と線形補正関数 )0( δ∆f （図

4.3.16参照）を用いて、式(4.3.2)よりＪ積分範囲∆𝐽𝑐を求める。 
     432 696.3295.15397.23521.12091.3M(c) cccc −+−+=                                   

     2
0

0

/967.421
244.1)0(

δ
δδ
∆+

∆
=∆f                                             

 

 
図 4.3.15 のど厚 50%モデルの M(c)関数 

 

 
図 4.3.16 のど厚 50%モデルの線形補正関数 )0( δ∆f  
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4.3.4 疲労寿命カーブ作成と沈下量に対応する許容き裂深さの推定 
き裂成長評価式を用いて、２次元解析モデルのき裂進展解析結果を評価することにより、

初期き裂深さを設定した重ね継手溶接部のルート部の最終限界き裂深さ(のど厚の 80%と設

定)までの到達回数を式(4.3.5)の数値積分より算定し、沈下量と疲労破断回数の関係を示す

疲労寿命カーブを作成する。 
（１）のど厚 100%モデルの疲労寿命カーブ 
  初期き裂深さを設定した重ね継手溶接部のルート部の最終限界き裂深さまでの到達回数

と疲労寿命カーブを表 4.3.6 と図 4.3.17 に示す。 
表4.3.6  のど厚100%モデルのき裂進展解析による最終限界き裂(のど厚の80%)への到達回数   

  
 

 
図4.3.17 のど厚100%モデルの疲労寿命カーブ 

 
（２）のど厚 50%モデルの疲労寿命カーブ 
  初期き裂深さを設定した重ね継手溶接部のルート部の最終限界き裂深さまでの到達回数

と疲労寿命カーブを表 4.3.7 と図 4.3.18 に示す。 
 

解析 初期き裂 最終き裂 STEP 1 2 3 4 5 6 7 8 9
番号 c [mm] cf [mm] δ0 [mm] 2 4 6 8 10 15 20 25 35
1-1 0.0 3.4 Nf [回] 501623 22283 4970 2033 1110 428 236 153 81
1-2 0.5 3.4 Nf [回] 451751.9 20068 4476 1831 999 386 212 137 73
1-3 1.0 3.4 Nf [回] 432633.3 19219 4287 1754 957 370 203 132 70
1-4 1.5 3.4 Nf [回] 416470 18500 4127 1688 921 356 196 127 68
1-5 2.0 3.4 Nf [回] 400163 17776 3965 1622 885 342 188 122 65
1-6 2.5 3.4 Nf [回] 381896.1 16965 3784 1548 845 326 180 116 62
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表 4.3.7 のど厚 50%モデルのき裂進展解析による最終限界き裂(板厚の 80%)への到達回数 

 
 

 
図 4.3.18 のど厚 50%モデルの疲労寿命カーブ 

 
4.4 4 点曲げ試験結果とき裂進展解析結果との比較 
4.4.1 静荷重試験による計測ひずみと解析ひずみとの比較 

４点曲げによる静的負荷試験を実施し、初層部無欠陥、のど厚 100%、隙間 1mm の試験

片に対し図 4.4.1 に示す位置にひずみゲージを取り付けデータを採取した。溶接止端部の計

測値（ひずみ１）と解析から得られたひずみとの比較を図 4.4.2、溶接表面（ひずみ２）の

比較を図 4.4.3 に示す。 
図 4.4.2 に示す止端部のひずみとの比較結果では、沈下量の 20mm 以下の範囲において

両者にはそれほど大きな差はないものの、図4.4.3に示す溶接表面のひずみの比較結果では、

両者の差が存在することがわかる。試験片によるひずみ計測結果について、溶接表面のひず

み２は止端部のひずみ１に比べひずみの値が 20 倍程度大きく、さらに同一条件の試験片に

おけるひずみ２の計測値はばらつきが大きい結果となっている。ひずみゲージで得られた値

はゲージレングス(2mm)の範囲における平均的な値であることや、解析に使用した物性値

と実際の試験片の物性値に比べて柔らかい傾向にあること等が影響しているものと推察さ

解析 初期き裂 最終き裂 STEP 1 2 3 4 5 6 7 8 9
番号 c [mm] cf [mm] δ0 [mm] 2 4 6 8 10 15 20 25 35
2-1 0.00 1.7 Nf [回] 356195 13938 2765 1039 535 191 102 65 34
2-2 0.27 1.7 Nf [回] 323126 12644 2508 942 485 173 92 59 31
2-3 0.53 1.7 Nf [回] 301413 11795 2340 879 452 162 86 55 29
2-4 0.80 1.7 Nf [回] 275717 10789 2140 804 414 148 79 50 26
2-5 1.06 1.7 Nf [回] 241730 9459 1876 705 363 130 69 44 23
2-6 1.33 1.7 Nf [回] 188544 7378 1464 550 283 101 54 34 18
2-7 1.59 1.7 Nf [回] 93029 3640 722 271 140 50 27 17 9
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れる。 
 

 
図 4.4.1 ひずみ計測位置 

 

 
図 4.4.2 のど厚 100%モデルの溶接止端部に発生した圧縮ひずみと試験計測値との比較 
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図 4.4.3 のど厚 100%モデルの溶接部表面に発生した圧縮ひずみと試験計測値との比較 

 
4.4.2 曲げ疲労試験から得られた破断回数とき裂進展解析から得られた破断回数との比較 
 き裂進展解析から得られた溶接部の疲労破断回数及び曲げ疲労試験結果を比較するにあ

たり、曲げ疲労試験の結果としてすみ肉溶接部の変位δ0は得られていないことから、両者

を直接比較することは出来ない。このため、図 4.4.4 に示す静的荷重を作用させた有限要素

法解析によって得られたδPとδ0との関係から４点曲げ試験における強制変位δPを与え

た試験片のδ0を求め、き裂進展解析から得られた疲労寿命カーブに試験結果をプロットし

たものを図 4.4.5 及び図 4.4.6 に示す。 
のど厚の大小や初期欠陥の有無等の構造的要因が疲労強度に及ぼす影響について、本検討

結果から定量的な考察を行うことは困難であるが、どのような構造的要因が疲労強度に影響

を及ぼすかについて定性的な評価を行うことはできたと考える。 
試験片の荷重作用点において繰り返しδPという強制変位を与えた場合、すみ肉溶接部の

変位δ0は、応力集中箇所の塑性化やき裂の進展により次第に大きくなることが予想される

ことから、試験片のδ0を小さく見積もっているといえる。この点は、試験結果と解析結果

との間に定量的な差が生じている一因と推察される。 
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図 4.4.4 有限要素法解析によって得られたδPとδ0との関係 

 
 

 
図 4.4.5 のど厚 100%モデルの解析結果と試験結果との比較 
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図 4.4.6 のど厚 50%モデルの解析結果と試験結果との比較 
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第５章 まとめ 
 
5.1 基礎地盤の堅固さの評価に係るまとめと課題 
昨年度に引き続き、旧法タンクの地盤の堅固さを評価するため、水張試験時における実

タンクの沈下量計測及び有限要素法による沈下解析を実施した。昨年度提案した有限要素

法による解析手法は、地盤性状の持つ非線形性を定性的に表現することが可能であり、か

つ、タンク外周部における沈下量が計測結果と定量的な一致をみていることから、屋外タ

ンク貯蔵所が設置されている範囲の地盤剛性をマクロ的に評価する方法として妥当である

と考えられる。提案した地盤の有限要素法による解析手法を用いることにより、今後、基

礎地盤上に設置された底板の疲労破壊を取り扱う場合において、地盤剛性、基礎表面と底

板との局所的な空隙、底板のすみ肉溶接の状況等を総合的に解析することが可能であると

考えられる。 
今年度実施したタンク外周部の沈下解析結果が昨年度に実施した事例と比べやや誤差が

大きい結果となった点については、地盤の性状について三軸試験や圧密試験のデータが存

在しなかったことが大きな一因であると考えられる。 
タンク内部の沈下量については、解析結果が計測結果を過小評価する結果となった。過

小評価となる要因としては空液時に存在する基礎表面とタンク底板との局所的な空隙等の

影響が考えられるが、空隙の範囲や深さについては中性子を用い非破壊的に確認する方法

があるものの一般的ではないこと、個々のタンクにおいて異なること等から、地盤剛性に

及ぼす空隙等の影響を評価することは現時点では困難である。今後は、基礎表面とタンク

底板との空隙の測定手法の開発及び普及に期待するとともに、水張試験等を利用したタン

ク底板の沈下量計測と有限要素法を利用した沈下解析のデータを蓄積し、地盤剛性に空隙

等が与える影響について統計的に評価することが望まれる。 
  
5.2 重ねすみ肉溶接の疲労強度の評価に係るまとめと課題 
 旧法タンクの底板に適用されている重ねすみ肉溶接を対象とした４点曲げ試験及びき裂

進展解析を実施した結果、重ねすみ肉溶接部の構造的要因（初層部欠陥の有無、隙間、の

ど厚）のうち、初層部欠陥の有無及びのど厚の大小が疲労強度に影響を及ぼすことが分か

った。 
また、有限要素法を用いたき裂進展解析から沈下量と疲労破断回数の関係を示す疲労寿

命カーブを得た。定量的な評価は困難であるものの、300mm 程度の範囲において健全な重

ねすみ肉溶接部が鉛直方向に 10mm 撓むことが考えられる場合は、繰り返し回数が 1,000
回程度でルート部からのき裂がのど厚の 80%まで進展する結果となっている。定性的には

当該溶接部ののど厚の減少や初層部の欠陥の存在により疲労強度が脆弱になることが確認

されている。繰り返し回数の少ない範囲（概ね Nf＜1,000）においては、解析結果が４点曲

げ疲労試験から得られた結果に対して非安全サイドとなっている点にも留意する必要があ
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る。 
旧法タンクの地盤剛性は新法タンクに比べて軟弱であることや、旧法タンクの底板の板

厚は新法タンクに比べて薄いことから、荷重による旧法タンクの底板の撓み量は大きくな

ることが予想される。さらに、旧法タンクは設置から概ね 40 年以上経過したものが大半で

あり、底板の重ねすみ肉溶接部には荷重履歴が重ねられていることを踏まえると、底板の

重ねすみ肉溶接部の疲労強度について慎重な検討が必要である。 
今後、旧法屋外タンク貯蔵所の底板の撓みによる重ねすみ肉溶接部の疲労強度を定量的

に評価するためには、実際のタンクにおいて局所的に撓みが発生する範囲、その範囲にお

ける撓み量、すみ肉溶接初層部の欠陥の有無、すみ肉溶接ののど厚について把握すること

が重要になることから、すみ肉溶接初層部の欠陥の有無やすみ肉溶接ののど厚の評価が可

能となる非破壊検査手法の検討が必要になると考える。 
 
5.3 その他の課題 
 旧法タンクの保安検査の検査周期について検討するにあたっては、基礎地盤の堅固さ、

底板に適用されるすみ肉溶接の信頼性に加え、比較的薄い板厚である底板の腐食減肉に対

する安全性について検討する必要がある。平成 22 年 12 月に取りまとめられた「屋外タン

ク貯蔵所の保安検査の周期に係る調査検討会報告書」によれば、保安検査時に得られた新

法タンクの底板の腐食データを収集、分析することにより、検査周期を延長した場合の影

響評価を実施していることから、旧法タンクについても同様のデータ収集及び分析を実施

する必要があると考える。 
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対象タンク外観（１） 
 

対象タンク外観（２） 
 

対象タンク内部 
 

基準標高 
 

仮ベンチマーク 
 

タンク外周部のレベル測量 
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レベル測量機 
 

レーザーレベル計 
 

レーザーレシーバー タンクスケール 
 

鋼巻尺設置状況（浮き屋根上） 
 

鋼巻尺設置状況（タンク底部） 
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タンク液面計 
 

温度計 
 

タンク内部のレベル測量 
 

レーザーレベルによる測量 
 

タンクスケールによる測量 
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4 点曲げ試験 
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1.溶接素材製作 
4 点曲げ試験片を採取するために、重ねすみ肉溶接を施した溶接素材を製作した。溶接素材の一部は、

初層に意図的にブローホールを発生させて欠陥を導入した。溶接素材製作後には、ブローホールの有無

を確認するために X 線透過試験を実施した。 
溶接素材製作に関する項目を以下に示す。また、使用した鋼板と溶接棒のミルシートを添付する。 
 
図 1-1 溶接素材概略 
表 1-1 製作枚数と素材番号 
図 1-2 溶接部隙間概略図 
表 1-2 溶接条件 
写真 1-1-1～1-1-14 X 線透過試験結果 

 
 
 
 
 

素材：SS400 
板厚：6mm 
幅方向（溶接長）：500mm 
長手方向（溶接直角方向）500mm 

 
 
 

図 1-1 溶接素材の概略 
 

表 1-1 製作枚数と素材符号 
 無欠陥 ブローホールあり 

隙間 1mm 
6 枚 

素材番号：1-1～1-6 
2 枚 

素材番号：1-9、1-11 

隙間 5mm 
6 枚 

素材番号：5-1～5-6 
－ 

 
 
 
 
 
 
 

500mm

500mm

溶接部
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        隙間：1ｍｍ、5ｍｍ 
 
 
 
 
 
 

図 1-2 溶接部隙間概略図 
 
 

表 1-2 溶接条件 

溶接材料 神戸製鋼所製　MG-50T

シールドガス 100%CO2 25L/min

棒径 1.2mmφ

パス数 隙間1mm：3 隙間5mm：6

電流（A） 190

電圧（V） 24

速度（cm/min） 約30  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

隙間

25mm

溶接部
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写真 1-1-1 X 線透過試験結果（素材番号 1-1、隙間 1mm、ブローホール無し） 

 

 

 
写真 1-1-2 X 線透過試験結果（素材番号 1-2、隙間 1mm、ブローホール無し） 

 

スタート側 

エンド側 

スタート側 

エンド側 

10



 

 
写真 1-1-3 X 線透過試験結果（素材番号 1-3、隙間 1mm、ブローホール無し） 

 

 

 
写真 1-1-4 X 線透過試験結果（素材番号 1-4、隙間 1mm、ブローホール無し） 

 

スタート側 

エンド側 

スタート側 

エンド側 
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写真 1-1-5 X 線透過試験結果（素材番号 1-5、隙間 1mm、ブローホール無し） 

 

 

 
写真 1-1-6 X 線透過試験結果（素材番号 1-6、隙間 1mm、ブローホール無し） 

 

スタート側 

エンド側 

スタート側 

エンド側 
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写真 1-1-7 X 線透過試験結果（素材番号 1-9、隙間 1mm、ブローホール有り） 

 

 

 
写真 1-1-8 X 線透過試験結果（素材番号 1-11、隙間 1mm、ブローホール有り） 

 

スタート側 

エンド側 

スタート側 

エンド側 
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写真 1-1-9 X 線透過試験結果（素材番号 5-1、隙間 5mm、ブローホール無し） 

 

 

 
写真 1-1-10 X 線透過試験結果（素材番号 5-2、隙間 5mm、ブローホール無し） 

 

スタート側 

エンド側 

スタート側 

エンド側 
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写真 1-1-11 X 線透過試験結果（素材番号 5-3、隙間 5mm、ブローホール無し） 

 

 

 
写真 1-1-12 X 線透過試験結果（素材番号 5-4、隙間 5mm、ブローホール無し） 

 

スタート側 

エンド側 

スタート側 

エンド側 
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写真 1-1-13 X 線透過試験結果（素材番号 5-5、隙間 5mm、ブローホール無し） 

 

 

 
写真 1-1-14 X 線透過試験結果（素材番号 5-6、隙間 5mm、ブローホール無し） 

 

スタート側 

エンド側 

スタート側 

エンド側 
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2.試験片加工 
製作した溶接素材より、図 2-1 に示す曲げ試験片を 1 枚の溶接素材より 4 本加工した。加工内訳を表 2-1

に、のど厚概略図を図 2-2 に、加工後の試験片溶接部側面の写真を写真 2-1-1～2-1-40 示す。また、のど

厚管理のため、のど厚 2 ケースはいずれも研削することとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 曲げ試験片形状 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
0
0

500

25

6
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表 2-1 試験片加工内訳 
溶接素材製作条件 試験片符号 試験 溶接素材製作条件 試験片符号 試験

1-1-A1 静的負荷試験 5-2-A1 静的負荷試験
1-1-A2 静的負荷試験 5-2-A2 静的負荷試験
1-2-A1 疲労試験 5-3-A1 疲労試験
1-2-A2 疲労試験 5-3-A2 疲労試験
1-3-A1 疲労試験 5-4-A1 疲労試験
1-3-A2 疲労試験 5-4-A2 疲労試験
1-4-A1 疲労試験 5-5-A1 疲労試験
1-4-A2 疲労試験 5-5-A2 疲労試験
1-1-B1 静的負荷試験 5-2-B1 静的負荷試験
1-1-B2 静的負荷試験 5-2-B2 静的負荷試験
1-2-B1 疲労試験 5-3-B1 疲労試験
1-2-B2 疲労試験 5-3-B2 疲労試験
1-3-B1 疲労試験 5-4-B1 疲労試験
1-3-B2 疲労試験 5-4-B2 疲労試験
1-4-B1 疲労試験 5-5-B1 疲労試験
1-4-B2 疲労試験 5-5-B2 疲労試験
1-9-A1 疲労試験
1-9-A2 疲労試験
1-11-A1 疲労試験
1-11-A2 疲労試験
1-9-B1 疲労試験
1-9-B2 疲労試験
1-11-B1 疲労試験
1-11-B2 疲労試験

試験片符号について

1-1-A1

隙間　1mm
のど厚　3/√2

ブローホール有り

隙間　1mm
のど厚　6/√2

ブローホール無し

隙間　1mm
のど厚　3/√2

ブローホール無し

隙間　1mm
のど厚　6/√2

ブローホール有り

隙間　5mm
のど厚　6/√2

ブローホール無し

隙間　5mm
のど厚　3/√2

ブローホール無し

隙間

溶接板番号 のど厚
A:6/√2
B:3/√2

枝番

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

のど厚 
A:100% 
B:50% 

隙間 1mm 
のど厚 100% 

ブローホールあり 
隙間 1mm 
のど厚 50% 

ブローホールあり 

隙間 1mm 
のど厚 100% 

ブローホールなし 

隙間 1mm 
のど厚 50% 

ブローホールなし 

隙間 5mm 
のど厚 100% 

ブローホールなし

隙間 5mm 
のど厚 50% 

ブローホールなし
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のど厚6/√2mm

のど厚3/√2mm（のど厚不足）

のど厚

研削

のど厚
研削

 
図 2-2 のど厚概略図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-1 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-A1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-2 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-A2） 

 

19



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-3 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-B1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-4 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-B2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-5 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-2-A1） 
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写真 2-1-6 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-2-A2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-7 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-2-B1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-8 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-2-B2） 
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写真 2-1-9 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-3-A1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-10 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-3-A2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-11 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-3-B1） 
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写真 2-1-12 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-3-B2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-13 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-4-A1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-14 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-4-A2） 
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写真 2-1-15 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-4-B1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-16 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-4-B2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-17 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール有り、試験片符号：1-9-A1） 
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写真 2-1-18 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール有り、試験片符号：1-9-A2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-19 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール有り、試験片符号：1-9-B1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-20 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール有り、試験片符号：1-9-B2） 
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写真 2-1-21 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール有り、試験片符号：1-11-A1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-22 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール有り、試験片符号：1-11-A2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-23 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール有り、試験片符号：1-11-B1） 
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写真 2-1-24 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール有り、試験片符号：1-11-B2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-25 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-A1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-26 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-A2） 
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写真 2-1-27 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-B1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-28 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-B2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-29 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-3-A1） 
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写真 2-1-30 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-3-A2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-31 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-3-B1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-32 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-3-B2） 
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写真 2-1-33 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-4-A1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-34 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-4-A2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-35 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-4-B1） 
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写真 2-1-36 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-4-B2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-37 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-5-A1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-38 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-5-A2） 
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写真 2-1-39 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-5-B1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1-40 試験片溶接部側面の写真 
（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-5-B2） 
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3.試験方法 
3.1 静的負荷試験 
すみ肉溶接試験片の強度を把握するため、下スパン 300mm、上スパン 200mm の 4 点曲げ負荷にて

静的負荷試験を実施した。負荷速度は 3mm/min とした。重ねすみ肉により発生する段差は治具で高さ

を調整し、試験片セット時にはルート部が中心に来るように設置することとした。負荷イメージを図 4-1 に示

す。 
静的負荷の際には、図 4-2 に示すように溶接止端部にできるだけ近づけた位置と傾斜部に弾塑性域ひ

ずみゲージを貼り付けて試験を実施し、荷重、ひずみ及び試験機変位のデータを採取した。試験本数は

8 本（隙間 2 ケース×のど厚 2 ケース×各 2 本、ブローホール導入試験片は実施無し）とした。 
 
使用試験機：島津製作所製 50kN 油圧サーボ疲労試験機 
使用ひずみゲージ：東京測器研究所製：YEFLA-2-5LT 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-1 4 点曲げ負荷イメージ 
 
 
 
 
 
 
 

高さ調整治具

高さ調整治具

スパン中心
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ｈの値は隙間などによって変わる 
 

図 3-2 ひずみゲージ貼付位置 
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3.2  疲労試験 
疲労試験は、静的負荷試験と同様に下スパン 300mm、上スパン 200mm の 4 点曲げ負荷にて実施し

た。制御は変位制御の片振りとし、試験ごとに試験変位を変え、試験変位－繰返し回数線図を求めた。 
各ケース 1 本目の試験の際は、静的負荷試験の際と同じ位置に弾塑性域ひずみゲージを貼り付け、任

意のサイクルで荷重、ひずみ及び試験機変位のデジタルデータを採取することとした。 
き裂の発生に伴い最大荷重は下がってくるため、当初最大荷重の 25％まで最大荷重が落ちてきた時点

で破損と判断して試験を終了することとした。 
 
使用試験機：島津製作所製 20kN 油圧サーボ疲労試験機 
使用ひずみゲージ：東京測器研究所製：YEFLA-2-5LT 

 
4.試験結果 
4.1 静的負荷試験 
静的負荷試験で得られた荷重－変位線図を図 4-1-1～4-1-8 に、荷重－ひずみ線図（ひずみ 1）を図

4-2-1～4-2-8 に、荷重－ひずみ線図（ひずみ 2）を図 4-3-1～4-3-8 に示す。 
 
4.2 疲労試験 
疲労試験結果一覧表を表 4-1 に、試験変位－繰返し数線図を図 4-4 に、デジタルデータ採取によって

得られた各種ピークデータ一覧表を表 4-2-1～4-2-4 に、圧縮側ピーク荷重と繰返し数の関係を図 4-5-1
～4-5-4 に示す。 
試験片符号 1-3-A2(隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験変位 0～3mm)では、荷重減少

リミッターが作動しなかったため、バックアップとして 100 波ごとに採取していた荷重データから破損回数

を算出した。試験片符号 1-3-A2 の圧縮側ピーク荷重と繰返し数の関係を図 4-6 に示す。 
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図 4-1-1 荷重－変位線図 

（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-A1） 
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図 4-1-2 荷重－変位線図 

（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-A2） 
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図 4-1-3 荷重－変位線図 

（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-B1） 
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図 4-1-4 荷重－変位線図 

（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-B2） 
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図 4-1-5 荷重－変位線図 

（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-A1） 
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図 4-1-6 荷重－変位線図 

（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-A2） 
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図 4-1-7 荷重－変位線図 

（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-B1） 
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図 4-1-8 荷重－変位線図 

（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-B2） 
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図 4-2-1 荷重－ひずみ線図（ひずみ 1） 

（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-A1） 
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図 4-2-2 荷重－ひずみ線図（ひずみ 1） 

（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-A2） 
 

40



-1.8

-1.6

-1.4

-1.2

-1

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0

-1000 -800 -600 -400 -200 0

ひずみ(μ)

荷
重

(
t
o
n
f
)

 
図 4-2-3 荷重－ひずみ線図（ひずみ 1） 

（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-B1） 

-1.6

-1.4

-1.2

-1

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0

-1000 -800 -600 -400 -200 0

ひずみ(μ)

荷
重

(
t
o
n
f
)

 
図 4-2-4 荷重－ひずみ線図（ひずみ 1） 

（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-B2） 
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図 4-2-5 荷重－ひずみ線図（ひずみ 1） 

（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-A1） 
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図 4-2-6 荷重－ひずみ線図（ひずみ 1） 

（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-A2） 
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図 4-2-7 荷重－ひずみ線図（ひずみ 1） 

（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-B1） 
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図 4-2-8 荷重－ひずみ線図（ひずみ 1） 

（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-B2） 
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図 4-3-1 荷重－ひずみ線図（ひずみ 2） 

（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-A1） 
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図 4-3-2 荷重－ひずみ線図（ひずみ 2） 

（隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-A2） 
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図 4-3-3 荷重－ひずみ線図（ひずみ 2） 

（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-B1） 

-1.6

-1.4

-1.2

-1

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0

-40000 -35000 -30000 -25000 -20000 -15000 -10000 -5000 0

ひずみ(μ)

荷
重

(
t
o
n
f
)

 
図 4-3-4 荷重－ひずみ線図（ひずみ 2） 

（隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：1-1-B2） 
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図 4-3-5 荷重－ひずみ線図（ひずみ 2） 

（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-A1） 
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図 4-3-6 荷重－ひずみ線図（ひずみ 2） 

（隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-A2） 
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図 4-3-7 荷重－ひずみ線図（ひずみ 2） 

（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-B1） 
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図 4-3-8 荷重－ひずみ線図（ひずみ 2） 

（隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験片符号：5-2-B2） 
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表 4-1 疲労試験結果一覧表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

試験片製作条件 試験片符号
繰返し数
（回）

試験変位
（mm）

備考

1-2-B1 1,711 2

1-2-B2 263 4 20～150サイクル程度まで約+0.3mm～-3.7mm

1-3-B1 10,863 1.5

1-3-B2 997 3

1-4-B1 1,026 2.5

1-4-B2 904 1.75

1-9-B1 1,715 2

1-9-B2 56 3

1-11-B1 1,022 1.5

1-11-B2 75 2.5

1-2-A1 2,889 4

1-2-A2 3,251 5

1-3-A1 89 6

1-3-A2 5,733 3 荷重ﾘﾐｯﾀｰが作動しなかったため、採取データより算出

1-4-A1 357 5.5

1-4-A2 1,398 4.5

1-9-A1 100 4

1-9-A2 21,206 2

1-11-A1 1,643 3

1-11-A2 8,956 2.5

5-3-B1 269 3

5-3-B2 2,975 2

5-4-B1 510 2.5

5-4-B2 3,811 1.5

5-5-B1 1,260 2.25

5-5-B2 10,748 1.25

5-3-A1 2,514 4

5-3-A2 17,179 3

5-4-A1 2,449 5

5-4-A2 89,040 2.5 未破断

5-5-A1 718 5.5

5-5-A2 7,339 3.5

試験設定：0～試験変位
試験終了条件：荷重75％Down（当初荷重の25％まで低下した時点で終了）

隙間　5mm
のど厚　6/√2

ブローホール無し

隙間　5mm
のど厚　3/√2

ブローホール無し

隙間　1mm
のど厚　3/√2

ブローホール無し

隙間　1mm
のど厚　3/√2

ブローホール有り

隙間　1mm
のど厚　6/√2

ブローホール有り

隙間　1mm
のど厚　6/√2

ブローホール無し
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図 4-4 試験変位－繰返し数線図（全データ） 
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表 4-2-1 デジタルデータ採取によって得られた各種ピークデータ一覧表 
（試験片符号 1-2-A1、隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験変位 0～4mm） 

max min max min max min max min
1 0.014 -1.089 0.011 -3.942 -6 -1681 14 -4988

2 0.015 -1.071 -0.044 -3.947 -47 -1703 -2140 -5147

3 0.019 -1.066 -0.028 -3.947 -53 -1706 -2299 -5234

4 0.021 -1.069 -0.023 -3.963 -53 -1712 -2371 -5321

5 0.022 -1.067 -0.013 -3.967 -53 -1718 -2443 -5364

6 0.023 -1.070 -0.013 -3.975 -50 -1724 -2487 -5422

7 0.024 -1.068 -0.006 -3.977 -50 -1721 -2530 -5451

8 0.026 -1.070 -0.002 -3.988 -47 -1728 -2559 -5494

9 0.027 -1.069 0.003 -3.986 -50 -1728 -2588 -5523

10 0.030 -1.072 0.011 -3.997 -47 -1731 -2617 -5566

100 0.035 -1.069 0.006 -4.006 -51 -1713 -3392 -6563

200 0.037 -1.059 0.009 -4.006 -51 -1720 -3626 -6829

400 0.048 -1.049 0.009 -4.005 -38 -1695 -4235 -7532

600 0.065 -1.037 0.013 -4.011 -26 -1657 -5251 -8657

800 0.091 -1.002 0.013 -4.009 -20 -1657 -6798 -10313

1000 0.101 -0.977 0.014 -4.014 -10 -1623 -8313 -11938

2000 0.211 -0.804 0.013 -4.009 108 -1388 -15017 -19563

2800 0.384 -0.429 0.017 -4.017 262 -913 -12720 -18329

ひずみ2(μ)繰返し数
(回)

荷重(tonf) 変位(mm) ひずみ1(μ)
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図 4-5-1 圧縮側ピーク荷重と繰返し数の関係 

（試験片符号 1-2-A1、隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験変位 0～4mm） 
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表 4-2-2 デジタルデータ採取によって得られた各種ピークデータ一覧表 
（試験片符号 1-2-B2、隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験変位 0～4mm） 

（20～150 サイクル程度まで約+0.3mm～-3.7mm） 

max min max min max min max min
1 0.280 -0.458 0.011 -4.125 156 -978 -188 -34391

2 0.287 -0.442 -0.116 -4.122 166 -963 -25813 -34625

3 0.288 -0.432 -0.116 -4.108 166 -956 -26203 -34750

4 0.288 -0.424 -0.136 -4.097 163 -950 -26453 -34781

5 0.287 -0.416 -0.158 -4.061 156 -938 -26656 -34656

6 0.290 -0.411 -0.152 -4.045 156 -931 -26750 -34625

7 0.300 -0.405 -0.088 -4.019 169 -925 -26375 -34516

8 0.306 -0.392 -0.048 -3.944 175 -903 -26094 -34078

9 0.311 -0.387 -0.003 -3.911 181 -897 -25734 -33844

10 0.313 -0.382 0.027 -3.877 188 -891 -25422 -33563

20 0.326 -0.366 0.216 -3.717 203 -869 -23297 -31953

30 0.325 -0.363 0.267 -3.697 197 -866 -22094 -31359

40 0.322 -0.358 0.267 -3.697 188 -863 -21609 -31141

100 0.319 -0.322 0.269 -3.698 131 -838 -18656 -29828

200 0.240 -0.223 0.014 -4.028 -41 -747 -10125 -26031

201 0.240 -0.221 0.023 -4.016 -44 -744 -9891 -25813

202 0.240 -0.219 0.023 -4.013 -44 -741 -9766 -25656

203 0.240 -0.217 0.022 -4.013 -44 -738 -9641 -25531

204 0.240 -0.215 0.025 -4.011 -47 -738 -9438 -25406

ひずみ2(μ)繰返し数
(回)

荷重(tonf) 変位(mm) ひずみ1(μ)
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図 4-5-2 圧縮側ピーク荷重と繰返し数の関係 

（試験片符号 1-2-B2、隙間 1mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験変位 0～4mm） 
 

51



表 4-2-3 デジタルデータ採取によって得られた各種ピークデータ一覧表 
（試験片符号 5-3-A1、隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験変位 0～4mm） 

max min max min max min max min
1 0.033 -1.051 0.004 -3.957 6 -1441 188 -1649

2 0.039 -1.035 -0.030 -3.955 -16 -1438 203 -1649

3 0.043 -1.028 -0.019 -3.954 -16 -1434 203 -1649

4 0.046 -1.028 -0.019 -3.974 -9 -1438 203 -1664

5 0.049 -1.028 -0.008 -3.979 -6 -1441 203 -1664

6 0.052 -1.026 -0.001 -3.982 -3 -1438 217 -1664

7 0.055 -1.027 0.001 -3.991 0 -1438 217 -1664

8 0.057 -1.026 0.006 -3.991 0 -1434 217 -1664

9 0.057 -1.025 0.006 -3.994 0 -1431 217 -1664

10 0.059 -1.028 -0.001 -4.005 0 -1434 203 -1678

100 0.084 -0.991 0.007 -4.019 25 -1403 203 -1722

200 0.100 -0.971 0.009 -4.022 41 -1381 203 -1780

400 0.132 -0.935 0.006 -4.024 69 -1313 275 -1823

600 0.155 -0.897 0.007 -4.016 100 -1259 362 -1808

800 0.179 -0.862 0.009 -4.019 122 -1216 448 -1780

1000 0.203 -0.828 0.006 -4.018 150 -1175 521 -1751

2000 0.347 -0.599 0.010 -4.016 306 -884 1071 -1432

2500 0.336 -0.284 0.013 -4.024 209 -613 1056 -492

ひずみ2(μ)繰返し数
(回)

荷重(tonf) 変位(mm) ひずみ1(μ)

 
 
 

-1.200

-1.000

-0.800

-0.600

-0.400

-0.200

0.000

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

繰返し数(回)

圧
縮

側
ピ
ー
ク
荷
重
(
t
o
n
f
)

 
図 4-5-3 圧縮側ピーク荷重と繰返し数の関係 

（試験片符号 5-3-A1、隙間 5mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験変位 0～4mm） 
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表 4-2-4 デジタルデータ採取によって得られた各種ピークデータ一覧表 
（試験片符号 5-3-B1、隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験変位 0～3mm） 

max min max min max min max min
1 0.222 -0.321 0.101 -2.877 188 -597 0 -24406

2 0.227 -0.314 0.101 -2.876 191 -572 -14250 -24594

3 0.231 -0.307 0.110 -2.876 191 -572 -14531 -24766

4 0.232 -0.303 0.112 -2.885 194 -569 -14516 -25031

5 0.233 -0.299 0.114 -2.890 194 -566 -14516 -25172

6 0.234 -0.296 0.115 -2.889 194 -559 -14484 -25281

7 0.234 -0.292 0.115 -2.887 191 -559 -14422 -25391

8 0.235 -0.289 0.115 -2.888 194 -553 -14359 -25469

9 0.236 -0.286 0.120 -2.893 194 -553 -14266 -25594

10 0.236 -0.284 0.120 -2.891 191 -553 -14156 -25656

20 0.227 -0.275 0.032 -2.984 166 -547 -13984 -26719

40 0.226 -0.252 0.005 -3.003 144 -531 -11984 -26109

60 0.223 -0.234 0.007 -3.004 119 -522 -9328 -24813

80 0.218 -0.217 0.006 -3.004 97 -513 -6734 -23406

100 0.211 -0.202 0.005 -3.005 78 -503 -4156 -21953

150 0.197 -0.164 0.006 -3.004 34 -469 2625 -17719

200 0.174 -0.129 0.007 -3.006 -9 -425 11672 5906

250 0.142 -0.086 0.007 -3.006 -56 -372 16859 12297

ひずみ2(μ)繰返し数
(回)

荷重(tonf) 変位(mm) ひずみ1(μ)
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図 4-5-4 圧縮側ピーク荷重と繰返し数の関係 

（試験片符号 5-3-B1、隙間 5mm、のど厚 50%、ブローホール無し、試験変位 0～3mm） 
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図 4-6 圧縮側ピーク荷重と繰返し数の関係 

（試験片符号 1-3-A2、隙間 1mm、のど厚 100%、ブローホール無し、試験変位 0～3mm） 
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